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第１章 子ども・子育て支援事業計画の策定にあたって 

１ 計画の策定趣旨 

我が国の少子化は急速に進行しており、合計特殊出生率は、平成２９年では 1.43、令和５年で

は 1.20 と減少傾向が続いています。また、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化による子

育て家庭の孤立や子育てに不安を抱える保護者の増加、共働きの増加に伴う低年齢児の保育ニ

ーズの増大など、家庭環境や地域における子育てをめぐる環境の著しい変化の中にあり、これら

の変化に対応すべく子育て環境の整備が求められています。 

そのため、国においては、平成２４年８月、子ども・子育てをめぐる様々な課題を解決するために、

「子ども・子育て関連３法」を成立させ、これらの法律に基づく「子ども・子育て支援新制度」の開始

に当たり、質の高い幼児期の学校教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供を図るため

に、市町村ごとに「子ども・子育て支援事業計画」を策定することとし、令和元年１０月からは、子ど

もたちに対し生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の機会を保障するとともに、子育て世

代の経済的な負担軽減を図ることを目的として幼児教育・保育の無償化が実施されるとともに、

共働き家庭等の「小１の壁」を打破し、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を

安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう「新・放課後子ども総合プラン」を策

定するなど、子ども・子育てに関する新たな取り組みを進めてきました。 

令和５年４月には、こども政策をより強力に推進していくため、「こども家庭庁」が設立され、こど

も施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法である「こども基本法」

が施行されました。さらに、同年１２月には少子化対策社会基本法、こども・若者育成支援推進法

及び子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく３つの大綱を一つに束ねた「こども大綱」が

策定されました。 

佐伯市（以降「本市」という。）では、子ども・子育て支援法に基づき、平成２６年度に「佐伯市子

ども・子育て支援事業計画」、また令和元年度に「第２期佐伯市子ども・子育て支援事業計画」を

策定し、「教育・保育施設等の計画的整備」や「質の高い幼児期の教育・保育の一体的な提供」、

「地域子育ての支援の充実」及び「子どもの貧困対策」に向けた施策を推進してきました。 

「第２期佐伯市子ども・子育て支援事業計画」が令和６年度末で計画期間満了を迎えることから、

社会環境の変化や本市の子育てを取り巻く現状、これまでの取組の成果と課題を踏まえ、子育て

支援の取組をより効果的に推進するため、「第３期佐伯市子ども・子育て支援事業計画」（以下「本

計画」という。）を策定いたします。 

 

  

-3-



 

２ 計画の位置づけ 

〇本計画は、「子ども・子育て支援法」第 61 条第 1 項に基づく計画として、国の定めた子ども・

子育て支援法に基づく基本指針（以下「基本指針」という。）に即して、策定するものです。 

〇本計画は、次世代育成支援対策推進法第 8 条第 1 項に基づく次世代育成支援対策推進行

動計画の考えや取り組みを可能な限り踏襲した、「子ども・子育て支援」を総合的に推進して

いく事業計画と位置付けます。 

〇本計画には、子どもの貧困対策推進法に関する施策を含めます。 

〇本計画は、国・県との連携を図り、佐伯市総合計画を上位計画とし、また、佐伯市地域福祉計

画を福祉の上位計画と位置づけ、さいき“まなび”プラン、佐伯市障がい者計画及び他計画な

どの関連計画との整合を図るものとし、本市の子どもと子育てを取り巻く施策としては、保健、

医療、福祉、教育、労働、住宅などあらゆる分野があり、これらの施策の総合的・一体的な推

進を図っていきます。 

 

■ 国・県・関連計画等との連携 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 

＜国＞ 

〇こども基本法 

○子ども・子育て関連 3 法 

〇少子化社会対策基本法 

○次世代育成支援対策推進法 

○児童福祉法 

○子どもの貧困対策の推進に関する法律 

○子ども・若者育成支援推進法 

＜大分県＞ 

 

●おおいた子ども・子育て応援プラン 

（こども計画） 

次世代育成支援行動計画 

子ども子育て支援委事業計画 

母子保健計画 

子どもの貧困対策に関する計画 

子ども若者計画 

  等 

＜佐伯市＞ 

 
佐伯市総合計画 

関係各課・各計画との連携 

第３期 佐伯市 
子ども・子育て 
支援事業計画 

＜関連計画＞ 

◎さいき“まなび”プラン 

◎佐伯市障がい者計画 

◎佐伯市障がい者福祉計画 

◎佐伯市障がい児福祉計画 

◎佐伯市健康づくり計画 

◎佐伯市男女共同参画計画 

◎佐伯市食育推進計画 

佐伯市地域福祉計画 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は、法に基づき令和７年度から令和１１年度までの 5 年間とし、令和６年度に策定

しました。また、計画内容と実態に乖離が生じた場合は、適宜、計画の見直しを行うものとします。 

 

令和 

 ２年度 

令和 

 ３年度 

令和 

 ４年度 

令和 

 ５年度 

令和 

 6 年度 

令和 

 7 年度 

令和 

 8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

第２期 佐伯市子ども・子育て支援事業計画      

    計画策定 
第３期 佐伯市子ども・子育て支援事業計画 

 

 

４ 計画の対象 

本計画(子ども・子育て支援事業計画及び次世代育成支援対策行動計画)における「子ども」と

は、18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にある者をいい 18 歳までの児童を指しま

す。 

なお、子ども・子育て支援事業計画のうち、教育・保育の提供体制は０から５歳の子どもを対象

とし、地域子ども・子育て支援事業は、０から 11 歳(一部)対象としています。  

区 分 ０から５歳 ６〜11 歳 12〜18 歳 
子ども・子育て支援事業計画(全体)    

教育・保育の提供体制    
地域子ども・子育て支援事業    

次世代育成支援対策行動計画    
 

 

  

必要により適宜見直し 
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５ 子ども・子育てに関する主な法律・制度 

■ 子ども・子育て関連３法成立以降の子ども・子育てに関する主な法律、制度 

 

平成 法律・制度等 内容 

24 年度 子ども・子育て関連３法 子ども・子育て支援事業の策定が明記。 

25 年度 

待機児童解消加速化プラン 
平成 29 年度末までに 40 万人分の保育の受け皿を

確保。（⇒平成 27 年に 50 万人分に拡大） 

子どもの貧困対策の推進に関す

る法律 

子どもの貧困対策計画の策定が明記。 

（⇒平成 26 年 8 月 29 日子どもの貧困対策に関す

る大綱閣議決定） 

26 年度 次世代育成支援対策推進法 令和 7 年 3 月末までの時限立法に延長。 

27 年度 

子ども・子育て支援事業計画 

新制度開始。市町村子ども・子育て支援事業計画、

都道府県子ども・子育て支援事業支援計画スター

ト（計画期間：平成 27 年度～平成 31 年度）。 

保育士確保プラン 

加速化プランの確実な実施に向け、平成 29 年度末

までに 7 万人の保育士を確保。 

（⇒平成 27 年に 9 万人分に拡大） 

少子化社会対策大綱改定 

子育て支援施策の一層の充実、若い年齢での結婚・

出産の希望の実現、多子世帯への一層の配慮、男

女の働き方改革、地域の実情に即した取り組みの

強化。 

28 年度 

子ども・子育て支援法一部改正 

待機児童解消加速化プランにより 40 万人⇒50 万

人分に上乗せされた 10 万人分の受け皿確保につ

いて、内訳の 5 万人分を企業主導型保育の設置に

より対応。 

ニッポン一億総活躍プラン 
保育士の処遇について、新たに 2％相当の改善。平

成 30 年度以降も保育の確保に取り組む。 

切れ目のない保育のための対策 

待機児童の解消に向けて取り組む市町村を支援す

るため、施設整備、入園予約制、保育コンシェル

ジュの展開などを明確化。 

児童福祉法改正 

児童虐待についての発生予防から自立支援まで一

連の対策のさらなる強化に向けた、児童福祉法の

理念明確化、子育て世代包括支援センター設置に

ついての法定化など。 

（一部平成 29 年 4 月施行） 
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平成 法律・制度等 内容 

29 年度 

子育て安心プラン 
令和 2 年度末までに全国の待機児童を解消、待機

児童ゼロを維持しつつ女性の就業率 80％を達成。 

新しい経済政策パッケージ 
「人づくり改革」において、教育・保育の無償化、

待機児童の解消、高等教育の無償化などを掲げる。 

30 年度 

子ども・子育て支援法一部 

改正 

事業主拠出金の率の上限の引上げ、充当対象の拡

大、待機児童解消等の取組の支援、広域調整の促

進による待機児童の解消（都道府県がまとめ役と

なる）など。 

新・放課後子ども総合プラン 

令和 5 年度末までに放課後児童クラブの約 30 万

人分の受け皿の拡大と一体型放課後子供教室の促

進。 

 
令和 法律・制度等 内容 

元年度 幼児教育・保育の無償化 

10 月より開始。認可保育サービスや幼稚園、認定

こども園の利用について 0～2 歳の住民税非課税

世帯、3～5 歳の全世帯を対象に実施。 

2 年度 
子ども・子育て支援事業計画

（第 2 期） 

市町村子ども・子育て支援事業計画、都道府県子

ども・子育て支援事業支援計画（第 2 期）開始。 

（計画期間：令和 2 年度～令和 6 年度） 

4 年度 子ども・子育て支援法一部改正 

市町村子ども・子育て支援事業計画に定める任意

的記載事項の追加、施設型給付費等支給費用に充

てることができる事業主拠出金の上限割合の引上

げ、子育て支援に積極的に取り組む事業主に対す

る助成制度の創設。 

4 年度 児童手当法の一部改正 
児童手当の特例給付について、高所得者を対象外

とする。 

5 年度 こども家庭庁の創設 

こどもの最善の利益を第一として、こどもの視点

に立った当事者目線の政策を強力に進めていくこ

とを目指す。 

5 年度 こども基本法の成立 

全てのこどもが、将来にわたって幸福な生活を送

ることができる社会の実現を目指し、こども政策

を総合的に推進することを目的とする。 

5 年度 こども大綱の閣議決定 

これまで別々に作成・推進されてきた少子化社会

対策大綱、子供・若者育成支援推進大綱及び子供

の貧困対策に関する大綱を一つに束ね、こども施

策に関する基本的な方針や重要事項等を一元的に

定める。 
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６ 子ども・子育て支援事業計画の基本的記載事項 

（１）必須記載事項 

①教育・保育提供区域の設定 

「量の見込み」・「確保方策」を設定する単位として、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅

より容易に移動することが可能な区域を設定。 

 

②教育・保育の「量の見込み」・「確保の内容」・「実施時期」 

市町村は、教育・保育提供区域ごとに、計画期間における「幼児期の学校教育・保育の量の見

込み（必要利用定員総数）」を設定。 

市町村は、教育・保育提供区域ごとに、設定した「量の見込み」に対応するよう、「教育・保育施

設及び地域型保育事業による確保の内容及び実施時期（確保方策）」を設定。 

教育・保育施設 認定こども園、幼稚園、保育所 

地域型保育事業 
小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所

内保育事業 

 

③地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」・「確保の内容」・「実施時期」 

地域子ども・子育て支援事業とは、市町村が地域の実情に応じ、市町村子ども・子育て支援事

業計画に従って実施する事業です。その概要は以下のとおり。市町村は、教育・保育提供区域ご

とに、計画期間における「地域子ども・子育て支援事業の量の見込み」を設定。 

地域子ども・子育て支援事業 

１.利用者支援事業 

２.地域子育て支援拠点事業 

３.妊婦健康診査事業 

４.乳児家庭全戸訪問事業 

５.養育支援訪問事業 

６.子育て短期支援事業 

７.ファミリー・サポート・センター事業 

８.一時預かり事業 

９.延長保育事業 

10.病児・病後児保育事業 

11.放課後児童健全育成事業 

12.実費徴収に係る補足給付を行う事業 

13.多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

14.子育て世帯訪問支援事業 

15.児童育成支援拠点事業 

16.親子関係形成支援事業 

17.産後ケア事業 
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【新設・拡充事業（令和６年４月１日施行）】 

家庭支援事業（子育て世帯訪問支援事業等）の新設・拡充及び利用勧奨・措置に関する事項が

追加されました。基本指針に新設した事業の位置づけ等を行うとともに、市町村子ども・子育て支

援事業計画において、家庭支援事業の量の見込み（事業需要量）を設定する際には、利用勧奨・

措置による提供も勘案の上、設定すること等を規定。 

 

新 

設 

子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援） 

・要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象（支援を要するヤングケア

ラー含む） 

・訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を行う。 

例）調理、掃除等の家事、子どもの送迎、子育ての助言等 

児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援） 

・養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象 

・児童の居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への

相談等を行う。 

例）居場所の提供、食事の提供、生活リズム・メンタルの調整、学習支援、関係機関

との調整等 

親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援） 

・要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象 

・親子間の適切な関係性の構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を行う。 

例）講義・グループワーク・ロールプレイ等の手法で子どもとの関わり方等を学ぶ（ペ

アレントトレーニング）等 

産後ケア事業 

・産後ケアを必要とする者を対象 

・退院直後の母子に対して、心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育

てができる支援体制の確保を行う。 

拡 

充 

子育て短期支援事業 

・保護者が子どもと共に入所・利用可能とする。子どもが自ら入所・利用を希望した場合の入

所・利用を可とする。 

・専用居室・専用人員配置の推進、入所・利用日数の柔軟化（個別状況に応じた利用日数の設

定を可とする）を進める。 

一時預かり事業 

・子育て負担を軽減する目的（レスパイト利用など）での利用が可能である旨を明確化する。 
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④教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保の内容 

認定こども園の普及に係る基本的考え方を定めるほか、教育・保育及び地域子ども・子育て支

援事業の役割、提供の必要性等に係る基本的考え方、その推進方策、地域における教育・保育事

業を行う者の連携並びに認定こども園、幼稚園及び保育園と小学校等との連携の推進方策を設

定。 
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７ 事業計画策定の経緯 

（１）佐伯市子ども・子育て会議の開催 

市民、学職経験者、関係団体代表などから構成される「佐伯市子ども・子育て会議」を設置開催し、

計画策定に向けて事業のあり方や事業ニーズ量などの必要な項目について審議を行い、その結果

を計画書に反映しました。 

 

（２）パブリックコメントの実施 

佐伯市では、市政に関する基本的な事項を定める計画などの素案に対し、市民が意見を提出で

きるようにすることで協働によるまちづくりの実現を図るため、パブリックコメント制度を導入してい

ます。 

本計画の素案をパブリックコメントの手続きにより公表し、令和●年●月●日から令和●年●月

●日まで意見の募集を実施し、市民からの計画に対する意見等を精査しながら必要に応じて計画

書に反映するなど、市民意見の反映に努めました。 

 

（３）アンケート形式による実態調査の実施 

本市の子育て支援等に関わるニーズの把握のため、令和５年度に子育て中の保護者を対象とし

たアンケート形式の実態調査を行いました。調査結果から得られた子育ての現状や今後の子育て支

援に係る意向等を、新たなサービスの目標事業量等の設定や子育て支援施策推進の検討資料とし

て活用しました。 

■ 令和５年度 アンケート形式による実態調査の概要 

調 査 

対 象 者 
本市在住の小学校就学前児童（0～5 歳）及び小学 1 年生（6 歳）の子どものいる保護者全員 

調 査 期 間 令和 6 年 2 月 14 日（水）～令和 6 年 2 月 29 日（木） 

調 査 方 法 郵便発送、郵送回収及び WEB 回答による無記名回答方式 

配 布 ・ 

回 収 状 況 

 配布件数 郵送回答数 WEB 回答数 合計回答数 有効回答率 

就学前 2,163 件 560 件 222 件 782 件 36.2% 

小学生 438 件 135 件 54 件 189 件 43.2% 

合 計 2,601 件 695 件 276 件 971 件 37.3% 
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８ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）について 

ＳＤＧｓ（エス ディー ジーズ）とは、2015 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目

標（Sustainable Development Goals）」のことで、2030 年までに達成する 17 の目標と 169

のターゲットで構成され、「誰一人取り残さない」ことを理念とした国際社会共通の目標です。ＳＤＧｓ

は発展途上国だけでなく、先進国自身が取り組む普遍的なものであり、自治体においても地方創生

を推進するため、その達成に向けた推進が求められています。 

本市においても、『誰一人として取り残さない』という包括的な視点のもと、全ての人の平等かつ

公平な社会参画をめざし、取り組みを進めていきます。 

本計画に関連するＳＤＧｓの目標は、以下のとおりです。 

 

 
 

 

 

９ 計画の法的根拠 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」及び

次世代育成支援対策推進法第８条第１項に基づく「市町村行動計画」、子どもの貧困対策の推進に

関する法律第９条第２項に基づく「市町村計画」を一体のものとして策定したものです。 
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第２章 

本市の子ども・子育てを取り巻く 

現状 

 

 

 

 

 

 

-14-



 

第２章 佐伯市の子ども・子育てを取り巻く現状 

１ 佐伯市の状況 

（１）総人口と子ども人口の推移 

本市の総人口は 2014（平成 26）年から 2024（令和 6）年にかけて減少し続け、2024（令和 6）

年には 65,091 人となっています。年齢階級別人口をみると、2014（平成 26）年から 2022（令和

4）にかけて老年人口（65 歳以上）は増加し、生産年齢人口（15～64 歳）、年少人口（0～14 歳）は

年々減少しており、本市は少子高齢化傾向となっています。 

■ ３階級別人口の推移 

  

総人口に占める児童（就学前・小学生）の割合も低下を続け、2024（令和 6）年には 7.0％となっ

ています。 

■ 子ども人口（０～11 歳）の推移 

 

 

 

8,527 8,380 8,145 7,952 7,741 7,502 7,269 7,053 6,765 6,480 6,112

41,918 40,627 39,428 38,268 37,198 36,206 35,363 34,316 33,303 32,501 31,665

26,267 26,667 27,021 27,326 27,520 27,654 27,715 27,829 27,831 27,595 27,314

76,712 75,674 74,594 73,546 72,459 71,362 70,347 69,198 67,899 66,576 65,091

0
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2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

0～14歳 15～64歳 65歳以上

(人)
総人口

3,148 3,088 3,001 2,926 2,775 2,630 2,507 2,346 2,200 2,052 1,863 

3,505 3,454 3,325 3,244 3,250 3,180 3,103 3,041 2,978 2,889 2,712 

8.7% 8.6% 8.5% 8.4% 8.3% 8.1% 8.0% 7.8% 7.6% 7.4% 7.0%

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年
就学前(0～5歳） 小学生（6～11歳） 総人口に占める児童(0～11歳)の割合

(人)
(％)

資料：住民基本台帳(各年 4月 1 日)
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さらに就学前児童（0～5 歳）の 1 歳刻み人口の推移をみると、2014（平成 26）年から 2024（令

和 6）年にかけていずれの年齢でも減少しており、0～5 歳児人口及び生産年齢人口（15～64 歳）

がともに減少していることから今後も児童数の減少は続くものと見込まれます。 

■ ０～５歳児の１歳刻み人口の推移 

 

 

（２）世帯の状況 

本市の世帯推移をみると、201９（令和元）年以降、年ごとの増減はあるものの、ほぼ横ばいで水

しており、2024（令和６）年には 32,774 世帯となっています。 

■ 世帯の推移 

 

  

503 472 450 444 381 369 378 318 292 281 214

534 514 477 445 452 384 367 385 337 299 284

533 531 506 481 452 448 383 366 371 346 298

521 525 525 502 480 452 449 382 368 369 333

524 525 525 523 494 479 449 450 383 372
366

533 521 518 531 516 498 481 445 449 385
368

3,148 3,088 3,001 2,926 2,775 2,630 2,507 2,346 2,200 2,052
1,863
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↓
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資料：住民基本台帳(各年 4月 1 日)

資料：住民基本台帳(各年 4月 1 日)
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（３）出生・死亡の状況 

本市の出生・死亡の推移をみると、出生は、20１９（令和元）年から増減を繰り返し、2023(令和

5)には再び減少傾向となり、死亡は、2020（令和 2）年から増加傾向となっており、2023（令和 5）

年における出生と死亡の差である自然増加数は△1,040 人となっています。 

■ 出生・死亡の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）合計特殊出生率の推移 

本市の合計特殊出生率は、2022（令和 4）年では 1.54 となっており、全国・大分県を上回った水

準で推移しています。 

■ 合計特殊出生率の推移 
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1.62
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(佐伯市)

(全国)

(大分県)

資料：厚生労働省「人口動態調査」、市の合計特殊出生率は、県福祉保健企画課調べ 
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△1,040人

(死亡) 
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（５）婚姻・離婚の状況 

本市の婚姻・離婚の推移をみると、離婚が減少傾向で推移しており、2023（令和 5）年の婚姻数

は 164 件、離婚数は 70 件となっています。 

■ 婚姻・離婚数の推移 

 

 

（６）女性の労働力率 

2020 年国勢調査における、女性の年齢階級別労働力率をみると、結婚や出産を機にいったん仕

事を辞め、子育てが落ち着いた頃に再就職または復職することで、いわゆる「Ｍ字カーブ」となってい

ます。労働力率は大分県とほぼ同程度で推移しています。 

■ 女性の年齢階級別労働力率（2020 国勢調査） 

 

 

 

247
222

162 179 164
128

103 96
71 70

0

100

200

300

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

婚姻 離婚

(件)

9.3

81.1 83.7 80.0 82.2 84.9 84.4 84.5
78.9

63.9

16.913.3

76.8
85.9

80.7 81.0 83.4 84.0 82.1 77.5

63.3

19.0
0.0

10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
80.0
90.0

15～
19歳

20～
24歳

25～
29歳

30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

65歳
以上

佐伯市 大分県

(％)

資料：厚生労働省「人口動態統計」 

(佐伯市) 

(大分県) 

資料：総務省「2020(令和 2)国勢調査」 

※労働力率とは、生産年齢人口に占める労働力人口の割合 
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（７）将来人口の推計 

本市の将来人口は、2035（令和 17）年には、総人口が 5 万人を下回ると予想され、2024（令和

6）年の老年人口が●●人（●％）に対して、2050（令和32）年の老年人口は18,871人（52.7％）

と予想され、現在よりさらに高齢化率が高くなると予想されます。 

■ 将来人口の推移 

 

 

２ 子育て家庭の状況 

（１）子育て世帯の推移（18 歳未満世帯員のいる世帯、6 歳未満世帯員のいる世帯） 

本市の 2010（平成 22）年から 2020（令和 2）年の子育て世帯の推移をみると、18 歳未満世帯

員のいる世帯、6 歳未満世帯員のいる世帯ともに減少しています。 

■ 子育て世帯（18 歳未満の子どもがいる世帯）の推移 

 

6,480 6,112 5,753 4,562 3,768 3,398 3,120 2,834 

32,501 31,665 27,920 25,182 22,583 19,312 16,394 14,074 
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資料：2023～2024 住民基本台帳(各年 4月 1 日) 

資料：2025～2050 年は国立社会保障・人口問題研究所による将来予測人口推計 

資料：総務省「国勢調査」 
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（２）ひとり親世帯の推移 

本市のひとり親世帯の推移をみると、2010（平成 22）年から 2020（令和 2）年にかけて男親と

子どもから成る世帯は増加傾向となっているが、女親と子どもから成る世帯は年ごとの増減はある

ものの、ほぼ横ばいで推移しています。大分県では、男親と子どもから成る世帯、女親と子どもから

成る世帯ともに増加傾向となっています。 

 

■ ひとり親世帯の推移（佐伯市） 

 

 

 

 

■ ひとり親世帯の推移（大分県） 
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資料：総務省「国勢調査」 

資料：総務省「国勢調査」 

佐伯市 

大分県 
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３ 実態調査の状況 

（１）実態調査の概要 

令和６年度末までを計画期間とする、現在の「第２期佐伯市子ども・子育て支援事業計画」を改定

し、令和７度から５年間を計画期間とする新たな計画の策定にあたり、同計画で確保を図るべき教

育・保育・子育て支援の量の見込みを推計するため、また、本市の子育て支援施策の充実を図るた

め、市民の教育・保育・子育て支援に関する現在の利用状況や今後の利用希望等を把握し、調査結

果から得られた子育ての現状や今後の子育て支援に係る意向等は、新たなサービスの目標事業量

等の設定や子育て支援施策推進の検討資料として活用します。 

■ 令和６年度実態調査の概要（再掲） 

調査 

対象者 

本市在住の小学校就学前児童（0～5 歳）及び小学 1 年生（6 歳）の子どものいる保護者全員 

調査期間 令和 6 年 2 月 14 日（水）～令和 6 年 2 月 29 日（木） 

調査方法  郵送発送、郵送回収及び WEB 回答による無記名回答方式 

配布・ 

回収状況 

 配布件数 郵送回答数 WEB 回答数 合計回答数 有効回答率 

就学前 2,163 件 560 件 222 件 782 件 36.2% 

小学生 438 件 135 件 54 件 189 件 43.2% 

合 計 2,601 件 695 件 276 件 971 件 37.3% 

 

 

（２）調査の留意点 

〇回答結果の割合「％」は、有効サンプル数に対し、それぞれの回答数の割合を小数点以下第二位で

四捨五入したものです。そのため、単数回答（複数の選択肢から１つの選択肢を選ぶ方式）であって

も合計値が 100％を超える場合があります。 

〇複数回答の設問の場合、回答は選択肢ごとの有効回答数に対して割合を示しているため、合計が

100.0%を超える場合があります。 

〇図表中の「ｎ」（number of case）は、集計対象者総数を表します。 

〇本文中の選択肢について、長文の場合はレイアウトの都合上、簡略化したり省略して表記したりして

いる場合があります。   

 〇本文中のグラフには無回答の割合は含まれていません。（アンケート調査結果の比率２使用） 
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（2）実態調査の結果（抜粋） 

＜１．配偶関係について＞ 

設問：この調査票に回答していただいている方の配偶関係について答えてください。 

（就学前調査票：問５／小学生調査票：問５） 

【調査結果】 

 

 

 

 

 

■配偶者の有無（今回 R5 調査） 

 

■配偶者の有無（前回 H30 調査） 

  
 

 

 

 

 

配偶者がいる, 91.4

配偶者がいる, 88.6

配偶者はいない, 8.6

配偶者はいない, 11.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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(N=776)

小学生保護者

(N=185)

配偶者がいる 配偶者はいない

配偶者がいる, 92.9

配偶者がいる, 88.7

配偶者はいない, 7.1

配偶者はいない, 11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

(N=1497)

小学生保護者

(N=265)

配偶者がいる 配偶者はいない

●就学前調査結果では、「配偶者がいる」とする割合が 91.4%となっている。前回 H30 と比

較すると、大きな変化はみられない。 

 

●小学生調査結果では、「配偶者がいる」とする割合が 88.6%となっている。前回 H30 と比

較すると、大きな変化はみられない。 
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＜２．日頃、お子さんを見てもらえる親族・知人の有無＞ 

設問：日頃、宛名のお子さんをみてもらえる親族・知人はいますか。（複数回答）。 

（就学前調査票：問７／小学生調査票：問７） 

【調査結果】 

 

 

 

 

 

 

■日頃、お子さんを見てもらえる親族・知人の有無（今回 R5 調査） 

 

■日頃、お子さんを見てもらえる親族・知人の有無（前回 H30 調査） 

  

日常的に祖父母等の

親族にみてもらえる, 
36.5

日常的に祖父母等の

親族にみてもらえる, 
34.0

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の

親族にみてもらえる, 64.0

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族

にみてもらえる, 71.3

1.9

2.1

8.2

16.0

10.3

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

(N=778)

小学生保護者

(N=188)

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる
緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる
日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる
緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる友人・知人がいる
いずれもいない

日常的に祖父母等の

親族にみてもらえる, 
33.5

日常的に祖父母等の

親族にみてもらえる, 
40.2

緊急時もしくは用事の

際には祖父母等の親

族にみてもらえる, 68.9

緊急時もしくは用事の際には祖父母等

の親族にみてもらえる, 61.3

2.9

3.0

12.0

13.2

7.6

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

(N=1496)

小学生保護者

(N=266)

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる
緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる
日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる
緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる友人・知人がいる
いずれもいない

●就学前調査結果では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」とする

割合が 64.0%で最も高く、次いで「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 36.5%とな

っている。前回 H30 と比較すると、大きな変化はみられない。 

 

●小学生調査結果では、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」とする

割合が 71.3%で最も高く、次いで「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 34.0%とな

っている。前回 H30 と比較すると、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもら

える」の割合が増加し、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」の割合が減少している。 
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＜３．保護者の就労状況（母親）＞ 

設問：宛名のお子さんの保護者の現在の就労状況（自営業、家族従事者含む）をお 

たずねします。（就学前調査票：問９／小学生調査票：問９） 

【調査結果】 

 

 

 

 

 

 

 

■保護者の就労状況（母親）（今回 R5 調査） 

 

■保護者の就労状況（母親）（前回 H30 調査） 

 

37.9

47.6

13.4

2.7

29.0

36.8

1.7

0.5

17.7

11.9

0.3

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

(N=778)

小学生保護者

(N=185)

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

29.2

38.0

9.6

1.5

28.4

37.6
2.6

1.5

28.5

19.5

1.7

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

(N=1496)

小学生保護者

(N=266)

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

●就学前調査結果では、「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」とする割

合が 37.9%で最も高く、次いで「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業

中ではない」が 29.0%となっている。前回 H30 と比較すると、「フルタイムで就労しており、産

休・休・介護休業中ではない」の割合が増加し、「以前は就労していたが、現在は就労していな

い」の割合が減少している。 

●小学生調査結果では、「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない」とする割

合が 47.6%で最も高く、次いで「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業

中ではない」が 36.8%となっている。前回 H30 と比較すると、「フルタイムで就労しており、産

休・育休・介護休業中ではない」の割合が増加し、「以前は就労していたが、現在は就労してい

ない」の割合が減少している。 
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＜４．平日の日中の定期的な教育・保育サービスの利用有無＞ 

設問：宛名のお子さんは現在、保育所や幼稚園、認定こども園などの「日中の定期 

的な保育・教育サービス」を利用されていますか。 

（就学前調査票：問１０／小学生調査票：なし） 

【調査結果】 

 

 

■平日の日中の定期的な教育・保育サービスの利用有無（今回 R5 調査） 

 

 

■平日の日中の定期的な教育・保育サービスの利用有無（前回 H30 調査） 

  
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

利用している, 80.6 利用していない, 19.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

(N=778)

利用している 利用していない

利用している, 69.5 利用していない, 30.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

(N=1496)

利用している 利用していない

●就学前調査結果では、「利用している」とする割合が 80.6%となっている。前回 H30 と比較

すると、「利用している」の割合が増加し、「利用していない」の割合は減少している。 
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＜５．平日の日中の定期的な教育・保育サービスの利用状況＞ 

設問：４で「日中の定期的な教育・保育サービスを利用している」を選んだ方（６２６ 

人）におたずねします。宛名のお子さんは、平日の日中どのような教育・保育サービ 

スを利用していますか。（複数回答）（就学前調査票：問１０－1／小学生調査票：なし） 

【調査結果】 

 

 

 

■平日の日中の定期的な教育・保育サービスの利用状況（就学前調査結果） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●就学前調査結果では、「認定こども園」とする割合が56.4%で最も高く、次いで「認可保育所

（園）」が 25.2%となっている。前回 H30 と比較すると、「認定こども園」の割合が増加し、

「幼稚園」「認可保育所（園）」の割合が減少している。 

 

12.6

5.0

25.2

56.4

1.3

0.8

0.8

1.9

0.0

0.3

5.0

0.6

0% 20% 40% 60%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所（園）

認定こども園

小規模な認可保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・セン

ター

児童発達支援

その他
就学前保護者

(N=626)

27.5

7.3

41.8

24.5

0.3

0.2

2.5

2.4

0.1

0.4

0.0

2.4

0% 20% 40% 60%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所（園）

認定こども園

小規模な認可保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・

センター

前回無し

その他 就学前保護者

(N=1031)

（今回 R5 調査） （前回 H30 調査） 
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＜６．平日の日中の定期的な教育・保育サービスを利用していない理由＞ 

設問：４で「日中の定期的な教育・保育サービスを利用していない」を選んだ方 

(147 人)におたずねします。利用していない理由は何ですか。（複数回答） 

（就学前調査票：問１０－７／小学生調査票：なし） 

【調査結果】 

 

 

 

■平日の日中の定期的な教育・保育サービスを利用していない理由（就学前調査結果） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●就学前調査結果では、「子どもがまだ小さいため」とする割合が 49.7%で最も高く、次いで

「利用する必要がない」が 40.8%となっている。前回 H30 と比較すると、「利用する必要が

ない」の割合が減少している。 

 

（今回 R5 調査） （前回 H30 調査） 

40.8

7.5

0.0

10.2

2.0

0.0

0.0

49.7

14.3

0% 20% 40% 60%

利用する必要がない

子どもの祖父母や親戚の人

がみている

近所の人や父母の友人・知

人がみている

利用したいが、教育・保育

サービスに空きがない

利用したいが、経済的な理

由でサービスを利用できな

い

利用したいが、延長・夜間

等の時間帯の条件が合わな

い

利用したいが、サービスの

質や場所など、納得できる

サービスがない

子どもがまだ小さいため

その他

就学前保護者

(N=147)

50.5

9.2

0.7

8.8

3.2

1.4

1.2

48.8

11.1

0% 20% 40% 60%

利用する必要がない

子どもの祖父母や親戚の人

がみている

近所の人や父母の友人・知

人がみている

利用したいが、教育・保育

サービスに空きがない

利用したいが、経済的な理

由でサービスを利用できな

い

利用したいが、延長・夜間

等の時間帯の条件が合わな

い

利用したいが、サービスの

質や場所など、納得できる

サービスがない

子どもがまだ小さいため

その他

就学前保護者

(N=434)
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＜８．育児休業の取得状況＞ 

設問：「育児休業を取得した（取得中である）」と回答した方(４３３人)におたずねし 

ます。育児休業取得後、職場に復帰しましたか。 

（就学前調査票：問２０－１／小学生調査票：なし） 

【調査結果】 

 

 

 

 

 

■育児休業の取得状況について 母親（今回 R5 調査）（前回 H30 調査） 

 

■育児休業の取得状況について 父親（今回 R5 調査）（前回 H30 調査） 

 

 

 

育児休業取得後、職

場に復帰した, 76.4

育児休業取得後、職

場に復帰した, 71.9

現在も育児休業中で

ある, 17.6

現在も育児休業中で

ある, 21.3

6.0

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5母親

(N=433)

H30母親

(N=591)

育児休業取得後、職場に復帰した 現在も育児休業中である 育児休業中に離職した

育児休業取得後、職

場に復帰した, 93.6

育児休業取得後、職

場に復帰した, 96.2

現在も育児休業中で

ある, 6.4

現在も育児休業中で

ある, 3.8

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5父親

(N=47)

H30父親

(N=26)

育児休業取得後、職場に復帰した 現在も育児休業中である 育児休業中に離職した

●就学前調査結果では、母親の育児休業取得について、「育児休業取得後、職場に復帰した」

とする割合が 76.4%で最も高く、次いで「現在も育児休業中である」が 17.6%となってい

る。前回 H30 と比較すると、大きな変化はみられない。 

 

●父親の育児休業取得については、「育児休業取得後、職場に復帰した」とする割合が 93.6%

で最も高くなっている。前回 H30 と比較すると、大きな変化はみられない。 
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＜９．希望する放課後の子どもの居場所＞ 

設問：宛名のお子さんが５歳以上である方に小学校就学後の放課後の過ごし方に 

ついておたずねします。放課後（平日の小学校下校後）の時間をどのような場所で 

過ごさせたいと思いますか。（複数回答）  

（就学前調査票：問２１／小学生調査票：問１１） 

【調査結果】 

 

 

 

 

 

■希望する放課後の子どもの居場所（就学前・小学生調査結果） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●就学前調査結果では、「放課後児童クラブ」とする割合が 68.0%で最も高く、次いで「自宅」

が 54.5%となっている。前回 H30 と比較すると、「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学

習塾など）」の割合が減少している。（※就学前の調査対象者は 5 歳児以上の方のみ） 

 

●小学生調査結果では、「自宅」とする割合が55.9%で最も高く、次いで放課後児童クラブ」が

55.3%となっている。前回 H30 と比較すると、「自宅」「習い事（ピアノ教室、サッカークラ

ブ、学習塾など）」の割合が減少している。 

（今回 R5 調査） （前回 H30 調査） 

54.5

21.0

33.5

68.0

10.5

3.0

0.5

7.5

6.5

55.9

14.4

28.2

55.3

3.2

0.5

0.5

5.9

7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッ

カークラブ、学習塾など）

放課後児童クラブ

［学童保育］

放課後子ども教室

児童館

ファミリー・サポート・セ

ンター

放課後等デイサービス

その他

（公民館、公園など）

就学前保護者

(N=200)

小学生保護者

(N=188)

55.9

22.9

45.5

66.2

11.2

6.0

0.8

0.0

6.5

64.9

17.4

47.9

52.5

4.2

2.6

0.0

0.0

10.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

放課後児童クラブ

［学童保育］

放課後子ども教室

児童館

ファミリー・サポート・

センター

前回無し

その他

（公民館、公園など）

就学前保護者

(N=367)

小学生保護者

(N=265)
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＜１０．長期の休業期間中の放課後児童クラブの利用希望＞ 

設問：「４．放課後児童クラブ」を利用したいと回答した方におたずねします。 宛名 

のお子さんについて、夏休み・冬休みなどの長期の休業期間中に、放課後児童クラ 

ブの利用希望はありますか。  

（就学前調査票：問２３／小学生調査票：問１１―２） 

【調査結果】 

 

 

 

 

 

■平日の日中の定期的な教育・保育サービスの利用有無（今回 R5 調査） 

 

 

■平日の日中の定期的な教育・保育サービスの利用有無（前回 H30 調査） 

  
 

 

 

低学年（１～３年生）の

間は利用したい, 59.9

低学年（１～３年生）の

間は利用したい, 55.3

高学年（４～６年生）に

なっても利用したい, 
25.9

高学年（４～６年生）に

なっても利用したい, 
38.8

14.2

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

(N=162)

小学生保護者

(N=103)

低学年（１～３年生）の間は利用したい 高学年（４～６年生）になっても利用したい

利用する必要はない

低学年（１～３年生）の

間は利用したい, 62.7

低学年（１～３年生）の

間は利用したい, 56.7

高学年（４～６年生）に

なっても利用したい, 
36.0

高学年（４～６年生）に

なっても利用したい, 
40.0

1.3

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

(N=225)

小学生保護者

(N=120)

低学年（１～３年生）の間は利用したい 高学年（４～６年生）になっても利用したい

利用する必要はない

●「低学年（1～3 年生）の間は利用したい」59.9%が最も高く、次いで「高学年（4～6 年生）

になっても利用したい」25.9%となっている。H30 と比較すると、「利用する必要はない」の

割合が増加し、「高学年（4～6 年生）になっても利用したい」の割合は減少している。 

 

●「低学年（1～3 年生）の間は利用したい」55.3%が最も高く、次いで「高学年（4～6 年生）

になっても利用したい」38.8%となっている。H30 と比較すると、大きな変化はみられない。 
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＜１１．お子さんの発育や発達について、気になることや不安を感じること＞ 

設問：宛名のお子さんの発育や発達について、気になることや不安を感じることが 

あると答えた方(２１１人)におたずねします。それは、どんなことですか。 

（複数回答）。（就学前調査票：問２９－１／小学生調査票：なし） 

【調査結果】 

 

 

 

■お子さんの発育や発達について、気になることや不安を感じること（今回 R5 調査） 

 

■お子さんの発育や発達について、気になることや不安を感じること（前回 H30 調査） 

  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

言葉の発達に関する

こと, 42.2
行動面に関すること, 

59.7
22.3 10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

(N=211)

言葉の発達に関すること 行動面に関すること 身体的なことに関すること その他

言葉の発達に関するこ

と, 34.3
行動面に関すること, 

58.7 27.3 10.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前保護者

(N=247)

言葉の発達に関すること 行動面に関すること 身体的なことに関すること その他

●就学前調査結果では、「行動面に関すること」とする割合が 59.7%で最も高く、次いで「言葉

の発達に関すること」が 42.2%となっている。前回 H30 と比較すると、「言葉の発達に関す

ること」の割合が増加している。 
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＜１２．気になることや不安を感じることの相談先＞ 

設問：気になることや不安に感じることを誰（またはどこ）に相談していますか。 

（複数回答）（就学前調査票：問３０／小学生調査票：なし） 

【調査結果】 

 

 

 

■気になることや不安を感じることの相談先（就学前調査結果） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「家族、親戚」とする割合が 80.8%で最も高く、次いで「友人、知人」が 61.4%となっている。

前回 H30 と比較すると、「友人、知人」の割合が増加し、「医療機関」「市役所（和楽や保健セン

ターを含む）」の割合は減少している。 

 

（今回 R5 調査） （前回 H30 調査） 

80.8

61.4

49.8

29.0

4.1

16.9

8.8

2.4

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族、親戚

友人、知人

保育所、幼稚園

医療機関

保健所

市役所（和楽や保健セン

ターを含む）

施設（大分療育センター、

宝島など）

その他

相談できる人がいない、ま

たは、どこに相談したらよ

いかわからない

就学前保護者

(N=573)

81.0

50.4

44.5

36.1

8.8

28.1

12.4

4.0

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族、親戚

友人、知人

保育所、幼稚園

医療機関

保健所

市役所（和楽や保健セン

ターを含む）

施設（大分療育センター、

宝島など）

その他

相談できる人がいない、ま

たは、どこに相談したらよ

いかわからない

就学前保護者

(N=274)
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＜１３．子育てにかかる経済的な負担＞ 

設問：子育てにかかる経済的な負担として大きなものは何ですか。（○は３つまで） 

（就学前調査票：問３２／小学生調査票：問１６） 

【調査結果】 

 

 

 

 

 

 

■子育てにかかる経済的な負担（就学前・小学生調査結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●就学前調査結果では、、「食費」とする割合が62.7%で最も高く、次いで「給食費や学校教育

費」が 40.2%となっている。前回 H30 と比較すると、「給食費や学校教育費」「食費」の割合

が増加し、「保育園や幼稚園にかかる費用」の割合は減少している。 

 

●小学生調査結果では、「食費」とする割合が 50.3%で最も高く、次いで「習い事やスポーツク

ラブにかかる費用」が 47.1%となっている。前回 H30 と比較すると、「給食費や学校教育

費」「食費」の割合が増加し、「保育園や幼稚園にかかる費用」「民間保険代（学資保険や医療

保険など）」の割合が減少している。 

39.7

40.2

33.1

62.7

38.1

30.6

16.9

35.5

30.0

4.9

7.5

40.1

38.0

50.3

22.5

25.1

15.5

23.5

47.1

9.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育園や幼稚園にかかる費用

給食費や学校教育費

学習塾など学校以外の教育費

食費

衣服費用

民間保険代（学資保険や医療

保険など）

レジャー、レクリエーション

費用

住宅費

習い事やスポーツクラブにか

かる費用

その他

就学前保護

者

(N=748)
小学生保護

者

(N=187)

64.4

18.5

17.6

34.9

28.5

34.1

11.3

26.5

22.7

4.9

20.5

28.1

33.7

36.1

26.5

32.5

14.9

30.1

45.0

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育園や幼稚園にかかる費用

給食費や学校教育費

学習塾など学校以外の教育費

食費

衣服費用

民間保険代（学資保険や医療

保険など）

レジャー、レクリエーション

費用

住宅費

習い事やスポーツクラブにか

かる費用

その他

就学前保護

者

(N=1296)
小学生保護

者

(N=249)

（今回 R5 調査） （前回 H30 調査） 
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４ 第２期佐伯市子ども・子育て支援事業計画の実績評価 

１ 教育・保育の量の見込み及び実績【こども福祉課】、【学校教育課】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）施設型事業 各年年度3月1日の人数

①　教育施設（幼稚園、認定こども園） 単位：人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

658 611 572 544 516

764 764 764 632 657

638 566 489 405 0

1号認定 463 387 321 228 －

2号認定 175 179 168 177 －

②　保育施設（認定こども園、認可保育所） 単位：人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1,265 1,190 1,120 1,067 1,008

2号認定（3～5歳） 717 666 624 593 562

3号認定（0歳） 95 91 86 74 70

3号認定（1・2歳） 453 433 410 400 376

1,540 1,540 1,540 1,476 1,456

2号認定（3～5歳） 783 783 783 740 737

3号認定（0～2歳） 757 757 757 736 719

1,373 1,372 1,346 1,341 －

2号認定（3～5歳） 706 664 668 698 －

3号認定（0歳） 176 175 163 159 －

3号認定（1・2歳） 491 533 515 484 －

見込量

確保方策

実績

見込量（１号認定＋２号認定）

確保方策（１号認定＋２号認定）

実績
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２ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと実績 

 

 

（１）利用者支援事【健康増進課】

単位：か所、人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1

910 952 946 1,135 －

（２）地域子育て支援拠点事業【こども福祉課】

単位：か所、人回/月

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

25,812 24,600 23,316 22,188 21,204

7 7 7 7 7

25,812 25,812 23,316 22,188 21,024

8 7 7 7 7

15,948 26,015 24,813 26,598 －

（３）妊婦健康診査事業【健康増進課】

単位：人回

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

4,524 4,304 4,082 3,900 3,757

4,524 4,304 4,082 3,900 3,757

3,913（479） 3,723（463） 3,376（414） 2,839（378） －

（４）乳児家庭全戸訪問事業【健康増進課】

単位：人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

348 331 314 300 289

348 331 314 300 289

345 304 298 227 －

見込量

確保方策

実績

　妊婦の健康保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、検査
計測、保健指導を実施するとともに必要に応じて医学的検査を実施する事業

受診者数 見込量

受診者数 確保方策

受診者数 実績

　生後４ヶ月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供、養育環
境の把握などを行う事業

 利用人数　見込量

 実施か所数　確保方策

 人数　確保方策

 実施か所数　実績

 利用人数　実績

 実施か所数　見込量

 実施か所数　確保方策

 実施か所数　実績

 利用人数　実績（延べ人数）

　乳幼児及び保護者が相互交流を行う場を開所し、相談や情報提供、助言を行う事業

　子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要
に応じ相談・助言を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業
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（５）養育支援訪問事業【健康増進課】

単位：人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

119 119 119 119 119

119 119 119 119 119

114 77 92 39 －

（６）子育て短期支援事業（ショートステイ事業）【こども福祉課】

単位：人日

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

11 10 10 86 100

11 10 10 86 100

11 21 90 144 －

（７）ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）（就学児）

【こども福祉課】

単位：人日

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

337 337 337 337 337

337 337 337 337 337

367 290 243 106 －

（８）一時預かり事業【こども福祉課】、【学校教育課】

単位：人日

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

48,788 50,738 50,738 30,450 30,450

在園児対応型 46,538 46,538 46,538 29,445 29,445

在園児対応型以外 2,250 4,200 4,200 1,005 1,005

48,788 50,738 50,738 50,738 50,738

在園児対応型 46,538 46,538 46,538 46,538 46,538

在園児対応型以外 2,250 4,200 4,200 4,200 4,200

28,912 31,120 40,065 38,698 －

在園児対応型 28,519 30,370 38,964 37,210 －

在園児対応型以外 393 750 1,101 1,488 －

実績

　認定こども園、幼稚園、保育、地域子育て支援拠点所等における一時預かり事業

見込量

確保方策

実績

確保方策

実績

　預かりを希望する保護者と援助を行う者とを会員制として結びつける事業(ファミリーサポート事業)

見込量

確保方策

見込量

確保方策

実績

　保護者の疾病等の理由により家庭で養育を受けることが一時的に困難となった児童を児童養
護施設等に入所させ必要な保護を行う事業

見込量

　養育支援が特に必要な家庭に対し、訪問して指導助言を行うことにより、当該家庭の適切な
養育の確保を行う事業
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（９）延長保育事業【こども福祉課】

単位：人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

512 481 453 485 478

512 481 453 485 478

383 500 637 344 －

（10）病児・病後児保育事業【こども福祉課】

単位：人日

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

431 431 431 930 930

431 431 431 930 930

200 775 632 570 －

（11）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）【こども福祉課】

単位：人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

871 853 836 948 1,008

低学年 690 676 662 697 730

高学年 181 177 174 251 278

1,105 1,105 1,105 1,145 1,145

753 799 822 800 －

１年生 239 246 240 226 －

２年生 191 231 223 216 －

３年生 147 137 167 171 －

４年生 101 99 91 100 －

５年生 54 60 61 55 －

６年生 21 26 40 32 －

見込量

確保方策

実績

見込量

確保方策

実績

　保護者が就労で昼間家庭にいない子どもに対し適切な遊びや生活の場を与えて健全育成を図る事業

　保育所等における通常保育の時間を超えて保育を実施する事業

見込量

確保方策

実績

　病気にかかっているまたは回復しつつある子どもを医療機関等の専用スペースで看護師等が
一時的に預かる事業
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３ 次世代育成支援対策行動計画の評価 

第２期計画で設定した成果指標に基づき，子育て支援施策の評価を行います。 

 

＜評価基準・方向性、今後の取り組み＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価一覧＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■評価基準

　B ･･･ 当初のイメージ通りにほぼ推進ができ、達成率に直すと80～100%未満

　A ･･･ 当初のイメージ通りかそれ以上に推進ができ、達成率に直すと100%以上

　E ･･･ 未対応または、ほぼ推進ができておらず、達成率に直すと20％未満

　D ･･･ 一部推進は出来たが、未対応部分の方が多く、達成率に直すと20～50％未満

　C ･･･ 大まかな推進はできたが一部未対応があり、達成率に直すと50～80％未満

　新規 ･･･現計画には記載していないが、新たな取り組みとして、新たな計画には記載する。

　廃止 ･･･現計画で取り組んだものの、新たな計画においては廃止とし計画書には記載しない。

　継続 ･･･新たな計画においても現計画同様、継続して実施する。

　縮小 ･･･現計画には記載した内容を縮小し、新たな記載を行う。

　拡充 ･･･現計画には記載した内容を拡充し、新たな記載を行う。

■方向性、今後の取り組み

施策 評価 今後の方向性

1 預かり保育 A 継続

2 一時預かり A 継続

3 休日保育の実施 A 継続

4 地域子育て支援拠点事業 A 継続

5 ホームスタート事業（家庭訪問型子育て支援事業） B 継続

1 幼児教育・保育環境の向上 A 継続

2 幼児教育・保育の充実 B 継続

3 幼児教育・保育施設と小学校の連携 B 継続

1 「おめでとう訪問事業」や「子育てサロン」 A 継続

1 放課後児童クラブ B 継続

2 放課後子ども教室 B 継続

3 新・放課後子ども総合プランの推進 C 継続

4 児童館 B 廃止

1 保育士等の育成・確保の強化 B 廃止

（４）子どもの健全育成

（５）地域における人材育成

（２）保育サービスの充実

（３）子育て支援のネットワークづくり

施策の方向性

1　地域における子育ち・子育ての支援

（１）地域における子育ち・子育て支援サービスの充実
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施策 評価 今後の方向性

1 思春期における保健・福祉体験学習事業 B 継続

1 校区ネットワーク会議の推進 B 継続

1 家庭教育の推進 B 継続

2 子どもの文化活動の推進と支援 B 継続

3 地域や自然とふれあう体験交流 B 継続

（２）子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備

（３）家庭や地域の教育力の向上

施策の方向性

2　子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備

（１）次代の親の育成

施策 評価 今後の方向性

1 子育て世帯リフォーム支援事業 B 継続

1 子どもの交通安全活動の推進 B 継続

1 赤ちゃんスマイルスポット事業 E 廃止

2 公共施設等のバリアフリー化の推進 B 継続

1 子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 B 継続

施策の方向性

（２）安全な道路交通環境の整備

（３）安心して外出できる環境の整備

（４）安全・安心なまちづくりの推進等

3　子育てを支援する生活環境の整備

（１）良質な住宅の確保

施策 評価 今後の方向性

1 ワーク・ライフ・バランスの普及・啓発 B 継続

2 男性の育児参加の促進 A 継続

4　職業生活と家庭生活との両立の推進等

（１）仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

施策の方向性

施策 評価 今後の方向性

1 乳児家庭全戸訪問事業 A 継続

2 乳幼児健康診査事業 A 継続

3 のびのび教室の開催 A 継続

4 予防接種事業 B 継続

1 思春期保健対策 B 継続

2 情報モラル教育の推進 B 継続

1 さいき『食』のまちづくりレシピの推進 B 継続

2 望ましい食習慣の形成を図る食育の推進 B 継続

施策の方向性

（１）妊産婦・乳幼児への保健対策

（２）学童期・思春期から成人期に向けた保健対策

（３）「食育」の推進

5　母性及び乳幼児等の健康の確保及び増進
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A 14

B 31

C 2

D 0

E 1

合計 48

評価合計

1 母親クラブ・育児サークル活動の支援 C 継続

1 小児科医療体制の維持・確保 B 継続

2 さいきっ子医療費助成事業 B 継続

1 子育て世代包括支援センターの構築 A 継続

2 妊婦健康診査による支援 A 継続

3 産後ケアの充実 A 継続

4 不妊治療への支援 B 継続

（５）小児医療の充実

（６）結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進

（４）子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり

施策 評価 今後の方向性

1 養育支援訪問事業 A 継続

2 家庭児童相談事業 B 拡充

1 ひとり親家庭自立支援の推進 B 継続

2 ひとり親家庭医療費助成事業 B 継続

1 障がい児福祉計画と連携した障がい児支援の推進 B 継続

1 子ども食堂・学習支援 B 継続

2 いじめ・不登校・貧困対策アクションプランの推進 B 継続

（３）障がい児施策の充実

（４）子どもの居場所づくりの支援

6　きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援

（１）児童虐待防止対策の充実

（２）ひとり親家庭の自立支援の推進

施策の方向性
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（２）保育サービスの充実

№ 施策 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
幼児教育・
保育環境の
向上

　令和３年３月に策定した「佐伯市立幼稚園
及び保育所のあり方についての実施計画書」
の閉園基準に基づき、大入島幼、青山幼、上
浦幼、大島幼、佐伯東幼、八幡幼、木立幼、
松浦幼、よのうづ幼を閉園しました。

特になし
こども福祉課、
学校教育課

2
幼児教育・
保育の充実

　令和５年３月に「佐伯市保幼小連携協議
会」を立ち上げ、市内全ての幼児教育施設の
保育の質の向上を目指し、体制を構築しまし
た。
　令和５年度から同協議会主催による授業参
観・保育参観や、合同研修会を実施し、各施
設から1名以上の参加を呼びかけ、幼児教育・
保育の充実へとつなげています。

　各幼児教育施設がこれまで作成・実施して
きたカリキュラムの内容に違いが大きく、
「架け橋期のカリキュラム」を実働するにあ
たり、各幼児教育施設が評価改善しながら保
育を実施していけるようになるためには、園
によっては多くの働きかけが必要な状況があ
ります。

こども福祉課、
学校教育課

3

幼児教育・
保育施設と
小学校の連
携

　令和５年度から、「佐伯市保幼小連携協議
会」が主催し、授業参観・保育参観や、合同
研修会を実施しました。その中で、「幼児期
のおわりまでに育ってほしい10の姿」を手掛
かりに、子どもの姿を中心においた話し合い
を行い、幼児教育施設と小学校の職員が互い
の教育についての相互理解を図りました。

　幼児教育施設と小学校がブロックを組み、
相互理解を深めながら取組をすすめていくべ
きであるが、中には小学校の近くに幼児教育
施設がないなどの課題もあるため、ブロック
の実態に応じて取組の工夫を行っていく必要
があります。

学校教育課、
こども福祉課

【施策の方向性１】地域における子育ち・子育ての支援
（１）地域における子育ち・子育て支援サービスの充実

№ 施策名 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1 預かり保育

  公立幼稚園においては渡町台幼、鶴岡幼、よのうづ
幼で預かり保育を実施しました。
　私立認定こども園等においては、11施設で預かり保
育を実施しました。

  令和３年３月に策定した「佐伯市立幼稚園及び保育所
のあり方についての実施計画書」の閉園基準に基づき、
よのうづ幼については令和５年度末に閉園し、預かり保
育を終了しました。

こども福祉課、
学校教育課

2 一時預かり

  公立幼稚園においては渡町台幼、鶴岡幼、よのうづ
幼で一時預かりを実施しました。
　公立保育所等においては６施設（公立全施設）で一

時預かり事業を実施しました。（R5実績:15人）ま
た、私立保育所等においては10施設で一時預かり事業
を実施しました。

  令和３年３月に策定した「佐伯市立幼稚園及び保育所
のあり方についての実施計画書」の閉園基準に基づき、
よのうづ幼については令和５年度末に閉園し、一時預か

りを終了しました。
　保育園等では園の行事や職員の配置の関係等で保護者
の希望の日に一時預かりを利用できない場合がある。

こども福祉課、

学校教育課

3
休日保育の実
施

やよいこども園（私立）で休日保育事業を実施しまし
た。（R５実績：８人）

　休日保育についての認知度が低いため、より多くの方
に気軽に利用してもらえるよう広報に力を入れ周知を図
ります。

こども福祉課

4
地域子育て支
援拠点事業

　令和２年10月末にさいき城山桜ホール内に佐伯市子
育て・子育ち支援室「さくらっ子」が開設され、令和

２年11月に「かるがも仲間館」が廃止されました。利
用児童は、保育所入所前の０～１歳の利用が多く、イ
ベントに合わせて、複数の地域子育て拠点を周回して
利用している状況です。
各拠点とも、毎月のおたよりを発行し、SNS等でお知
らせをしています。

　また、市内の地域子育て支援拠点と児童館の情報を
掲載したリーフレットを作成し、市内全戸配布を行う
とともに市内の各種施設に設置してもらい、幅広い世
代への周知を図ることができました。

地域子育て支援拠点を利用していない親子もいるので、

継続的な周知を行うと共に利用するきっかけづくりの機
会をつくる必要があると考えます。

こども福祉課

5

ホームスター
ト事業(家庭訪

問型子育て支
援事業)

　悩みのある親子の支援を途切れず行っています。
　R５年度から子育て世代包括支援センター「さい
きっずまある」にて伴走型相談支援が始まり、妊娠期

から子育てに不安を抱える方について紹介していま
す。妊娠届け出時や赤ちゃん訪問時など機会ある毎の
周知をしています。

　ホームスタートという言葉や支援の内容についての認
知度が低いため、より多くの方に気軽に利用してもらえ
るよう広報の手段や回数を増やし周知を図ります。

　ハイリスク妊婦、妊娠期から切れ目ない支援を必要と
する妊婦へ、本事業を紹介するが、利用に至らない場合
もあります。利用までステップを踏む必要があります。

こども福祉課、

健康増進課
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（３）子育て支援のネットワークづくり

№ 施策 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
｢おめでとう訪
問事業｣や｢子
育てサロン｣

　社会福祉課では、民生委員・児童委員、主任児童委

員が「おめでとう訪問事業」（生後6か月と1歳児のい
る家庭を訪問する事業）を実施しやすくなるように毎
月情報提供等を行いました。事前（乳児健診時）に同
意を得られた家庭の情報を地区の民生委員等へ提供
し、住民異動があった際も報告しました。
　健康増進課では、子育てガイドブック「赤ちゃんこ

んにちは」に「おめでとう訪問事業」や「子育てサロ
ン」を掲載し、子育て世代に周知しています。

　民生委員等の意見をききながら情報提供を継続し「お
めでとう訪問事業」を通じて地域の身近な相談相手とし
ての民生委員等と子育て世帯の接点をつくることで、気
軽に相談できる関係づくりを推進します。
　「おめでとう訪問」は４～５か月健診の際に訪問同意

書を受け取っているため、母の心配や困りごとが多いと
される産後１か月前後の時期を過ぎてしまう。児童委員
からもタイムリーな訪問ができないとの声が聞かれてい
ます。また「子育てサロン」の周知を行っているが、サ
ロンや支援サービスの利用まで至らないケースもみられ
ます。今後も担当課が連携しながら母子の孤立を防ぐた
めの支援や環境整備が必要です。

社会福祉課、
こども福祉課、
健康増進課

（４）子どもの健全育成

№ 施策 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
放課後児童ク
ラブ

　令和２年度から６年度の間に放課後児童クラブの施

設整備は行っていませんが、利用児童が増え手狭に
なったクラブに替えて、休園となった幼稚園舎を活用
するなど、空き教室を活用した受け入れ児童数の増加
の取組を行いました。
　また、幼稚園児の受け入れを令和３年度で終了し、
これまで利用できていなかった小学生がクラブを利用

できるようになりました。
　しかしながら、依然として利用希望は多く、児童数
の多い校区のクラブを中心に待機児童が発生している
状況です。

　全体的な児童数は減少しているものの、児童クラブの
利用希望は多く、一部クラブでは待機児童が生じていま
す。また、小規模校のクラブでは利用児童が少なく、ク
ラブの運営を維持することが難しく、今後のクラブ運営
のあり方を検討する必要があります。

　さらに支援員の確保や処遇改善等の働く人の確保も課
題になっています。

こども福祉課

2
放課後子ども
教室

　新型コロナウィルス感染症の影響で実施できない期
間がありましたが、算数・国語を中心にが学習機会を
提供する「学びの教室」、ダンスや茶道などの体験教
室を行う「放課後チャレンジ教室」を継続的に実施し
ており、子どもの居場所づくりに資することができま

した。令和５年度は「学びの教室」は13小学校で435
名、「放課後チャレンジ教室」は７小学校区で126名
が参加しました。

　「学びの教室」は13小学校で実施していますが、年間
を通じて行っており、指導者の確保が課題です。特に周
辺部の学校では地域外の協力者を派遣する形で対応して

おり、協力者の負担も大きくなっています。

社会教育課

3
新・放課後子
ども総合プラ
ンの推進

　放課後児童クラブの目標事業量は1,140/年で、目標
にわずかに届いていません。また、一体型の放課後児
童クラブと放課後子ども教室の整備は進んでおらず、
６箇所となっています。
「放課後子ども教室」の事業開始にあたり、各校区の

児童クラブとの協議を必ず実施しています。

「放課後子ども教室」の事業推進には、児童クラブの協
力が不可欠であることから、今後も密な連携を図り、一
体的に子どもたちの安全・安心な居場所づくりを提供で
きるよう推進を図ります。

こども福祉課、
社会教育課

4 児童館

　児童館や関係課と協議を重ね、令和６年度末で４館
の児童館が廃止されます。廃止後は、未就学児親子は
地域子育て支援拠点、小学生は放課後児童クラブのほ
か、社会教育事業への参加や図書館や地域の公民館や
コミュニティセンターで放課後を過ごすことになりま
す。

　これまで児童館を利用していた小学生の新たな居場所
をこれまでより、より身近なところに設け、地域での子

育てを行っていきたい。

こども福祉課

（５）地域における人材育成

№ 施策 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
保育士等の育
成・確保の強

化

保育園等就職準備支援事業については、事業開始した
平成２９年度から令和５年度までで、合計４６名の保

育士就職を支援しました。（令和５年度実績５名）

　待機児童解消を目的とし実施ていましたが、近年は連
続して新年度時点の待機児童０人を達成しており、当初
の目的を達成したと考えられることから、令和６年度末
で廃止します。

こども福祉課
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【施策の方向性２】子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備
（１）次代の親の育成

№ 施策名 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1

思春期におけ

る保健・福祉

体験学習事業

　令和５年度は、市内中学校のうち９校で、各教科の学

習や道徳、特別活動等において、講師を招いた性教育

講演会を実施しました。

　新型コロナウイルス感染拡大の影響もあって、乳幼児

とのふれあい活動の実施は難しい状況が続きました。
学校教育課

（２）子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備

№ 施策 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1

校区ネット

ワーク会議の
推進

　各中学校区にコーディネーターを配置し、地域と学

校を繋ぐ支援を行い、関係者を集めた「校区ネット

ワーク会議」を設置しています。令和５年度は学校支
援事業を通じて子どもたちの子育てに地域ボランティ

ア延べ35,000人以上が関わりました。

　校区ネットワーク会議の立ち上げから10年以上経過

し、地域にも浸透しています。

　地域で子どもを育てる「地域協育」を進めるため、地
域の実情に対応しながら今後も継続していく必要があり

ます。

社会教育課

（３）家庭や地域の教育力の向上

№ 施策 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
家庭教育の

推進

　家庭教育支援事業については家庭教育講演会の開催

やファシリテーター養成講座などを継続して行ってい
ます。令和５年度は庭教育講演会の開催やファシリ

テーター養成講座と合わせて、25回実施し、延べ476

名の参加がありました。

　事業を継続的に推進するために、新たな指導者の育成
が必要です。また、小学校入学説明会等を学習機会の場

としていましたが、オンライン化などの変化もあるた

め、新たな研修の場を設ける必要があります。

社会教育課、

こども福祉課

2

子どもの文化

活動の推進と

支援

　小学生以上を対象とした歴史体験教室（土器作り、

勾玉作り、鏡作り等）を行っています。令和５年度は

３回実施し、69名の参加がありました。

　歴史体験教室を通じて、歴史を身近に感じ、理解を深

めることが出来ています。今後とも、地域や学校と連携

し、歴史や文化に関する講座や教室等による学習機会を

充実させ、郷土愛の醸成に繋がる事業を継続していきた

い。

社会教育課

3

地域や自然と

ふれあう体験

交流

　各地区公民館（コミュニティーセンター）などで、
小学生を対象とした体験教室を９箇所で行っており、

令和５年度は145名の参加がありました。

　また、放課後児童クラブや児童館でも自然観察会や

生き物観察会、海や川で遊ぶ機会を設けています。

　人口減少や出生率の減少が進むなかで、参加者の減少
が見受けられます。佐伯市の豊かな自然に親しむ機会を

より多くの子どもが得られるよう内容や周知方法の改善

を図る必要があります。

　自然にふれあい機会が地域や校区で異なっています。

こども福祉課、

社会教育課
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【施策の方向性４】職業生活と家庭生活との両立の推進等
（１）仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

№ 施策名 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
ワーク・ライ
フ・バランス
の普及・啓発

　ジョブカフェ相談員を通じて、企業訪問時に大分県
が開催する各種育成講座やセミナーの開催周知及び働
き方改革等のパンフレットを配布しました。
　また、佐伯市工業連合会及び佐伯市企業技術振興協
議会会員向けに各種セミナーの開催周知を行いまし
た。
　市役所庁舎内においては、各種セミナー等のポス
ター掲示及びパンフレット設置を行い、普及啓発を図
りました。
（※雇用管理セミナーはR３年度に国からの委託事業
期間を満了したため終了。）

　国からの委託事業により、雇用管理セミナー等を実
施していた地域雇用活性化推進事業が３年間の委託事
業期間を満了したことにより事業終了したため、R３
年度からは、市として雇用管理セミナー等は実施して
いません。

商工振興課

2
男性の育児参
加の促進

　令和４年度に、WEB及び会場集客形式で、男性の育
児・家事参画の促進をテーマとした佐伯市男女共同参
画講演会を実施しました。講師は男性で、東京大学で
教授を勤めつつ、育児や家事を楽しく行っていた自身
の体験やジェンダー学の観点に基づき、男性の育児・
家事参画に関する意義や長所、効果等について楽しく
お話していただき、多くの市民への啓発教育を行うこ
とができました。
　毎年実施している佐伯市地域女性活躍推進事業補助
金募集要項の事業対象に「男性の家事・育児参画につ
ながる取組」と明記し、公募を行いました。市民団体
や高校などの採択団体が、趣向を凝らし、男性や父親
の育児や家事参画について学ぶ座学や料理教室などを
実施しました。
　また、さいき城山さくらホールの「さくらっ子」で
は、子どもを連れた父親の利用が多い傾向にありま
す。父が参加しやすい週末にイベントを行うなど工夫
をしています。父親向けの事業を企画している児童館
や地域子育て支援拠点が増えています。
　令和５年度から「さくらっ子」でプレパパプレママ
教室を開始し、子育てに対する情報提供や不安解消に
取り組んでいます。

　年１回実施している「佐伯市男女共同参画講演会」
での内容やテーマは、性別や年齢を問わずに啓発教育
ができるものにしているが、内容やテーマが男性の育
児等の参加の促進に限定できないという課題がありま
す。
　佐伯市地域女性活躍推進事業補助金については、応
募（採択）団体が企画実施する取組であるため、男性
の育児・家事参画につながる事業希望があるか不透明
であるという課題があります。（事業対象内容は「男
性の育児家事参画」だけではない。）
　地域子育て支援拠点をいつでも気軽に利用できるよ
う情報発信を行うとともに、将来親になる高校生等の
育児に関する教育の機会を作っていきたい。

こども福祉課、
福祉保健企画課
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【施策の方向性５】母性及び乳幼児等の健康の確保及び増進
（１）妊産婦・乳幼児への保健対策

№ 施策名 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
乳児家庭全戸
訪問事業

　保健師または委託助産師が生後４か月までの乳児家
庭を訪問しました。
実績　R4：対象299人中298人（99.7％）
　　　R5：対象227人中227人（100％）

　妊娠届時からリスクの可能性が把握できるもの（望
まない妊娠や予期しない妊娠、夫婦関係のトラブル
等）は早期に支援につなぐ必要があります。

健康増進課

2
乳幼児健康診
査事業

　4～5か月児、1歳6か月児、3歳児は集団健診、6～8
か月児及び9～11か月児は医療機関個別健診を実施し
ました。
実績　 乳児  R4：98.3％　R5:98.7％
　　　1.6歳　R4：99.7％　R5:98.7％
　　　　3歳　R4：98.7％　R5:98.9％

　　　乳児健康診査（医療機関分）
　　　　　　 R4：469件　 R5:405件
※集団健診においては、R5年度まで西部分室と和楽で
開催。

　健診未受診者が毎年一定数みられ、また未受診の理
由も様々のため、各未受診者の状況に合わせた受診勧
奨が必要です。

健康増進課

3
のびのび教室
の開催

　R5.10月から集団講話を再開しました。欠席者につ
いては、医療機関分の乳児健診受診券の早期利用や所
内相談を案内しています。
実績　R4：対象306人中238人(77.8％)
　　　R5：対象259人中210人(81.1％)

　1.6歳児健診での言葉の遅れを改善するため、脳の
発達や愛着形成を促すための指導を継続する必要があ
ります。

健康増進課

4 予防接種事業

　法定の予防接種に加え、おたふくかぜワクチン及び
子どものインフルエンザ予防接種費用の助成を実施し
ました。
実績（接種件数）
（定期12種類）R4:9,232件 R5:8,242件
（おたふくかぜ）R4:273件　R5:261件
（インフルエンザ）R4:1,512件 R5:1,152件

　接種率向上にむけ、定期接種については接種対象
日、接種勧奨通知を送付する他　市報やホームページ
等で周知しています。
　赤ちゃん訪問時や乳幼児健診時にも保健師や看護師
が積極的に勧奨しているが、更なる周知方法を検討し
ていきたい。

健康増進課

（２）学童期・思春期から成人期に向けた保健対策

№ 施策 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
思春期保健対
策

　要望のあった放課後児童クラブや中学校等にて実施
しました。R4年度から活動再開しました。
　乳幼児と中学生のふれあい交流事業～R4：1か所、
R5：3か所
　食生活改善推進協議会の活動の一貫として手作りお
やつ配布～R4：4回、R5：4回

　ふれあい交流事業については地域によって要望がな
いところがあります。
　食生活改善推進協議会の会員について高齢者が増
え、会員が減少し、活動自体が難しくなってきていま
す。

健康増進課

2
情報モラル教
育の推進

　ＩＣＴに係る校内研修計画書の中に情報モラル教育
の実施を位置付けて研修を行っています。学校の要請
に応じ、ＩＣＴ支援員による情報モラル講演会を実施
しました。さいきドリームプロジェクト会議が作成し
た「ＮＥＯ９ｔｏ７ルール」の周知を行いました。

　教材や授業例など、情報モラル教育を進めるにあ
たって有効な資料を紹介し、各学校の取組をサポート
していく必要があります。

学校教育課

 

（３）「食育」の推進

№ 施策 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
さいき『食』
のまちづくり
レシピの推進

　さいき城山桜ホールキッチンコートにおいて親子で
参加できる郷土料理教室等多彩な食育ワークショップ
を開催しました。
　離乳食教室では保護者・乳児に試食をしてもらいな
がら、開始の時期や正しい進め方を指導しました。R
６年より佐伯産有機米・有機野菜を離乳食に使用して
います。１歳６か月児健診では講話を行い、３歳児健
診では資料を配布し、待合に設置した電子黒板で幼児
食に関するスライドショーを流しています。

　ワークショップの内容によっては参加者が少なくな
ることもあるので広報の仕方等含め工夫が必要。
　後期の離乳食教室で、形状の進みが遅れている人が
いたり、個別相談で形状が進まないことに関する相談
を受けることが多い。幼児では、食が細いことに関す
る相談が多い。

ブランド推進課、
健康増進課

2
望ましい食習
慣の形成を図
る食育の推進

　佐伯市食育推進会議を開催し、食育に携わる異業種
の方と積極的な意見交換ができました。
　令和５年度は、食育の推進及び食に関する指導の充
実を目的とし、市内幼稚園・小中学校に栄養教諭を派
遣し、年間154時間の「食育の授業」を行いました。
市内小中学校のうち25校で「弁当の日」の取組が実施
されました。

　食育推進会議のメンバーに農政課、学校給食関係課
にも参加してもらい幅広く情報共有を行います。
　「食育の授業」に係る栄養教諭の負担が大きいた
め、派遣の仕方を見直す必要があります。また、「弁
当の日」の意義を再度共通理解し、目的をもった取組
の実施が望まれる。

ブランド推進課、
学校教育課
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（４）子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり

№ 施策 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
母親クラブ・
育児サークル
活動の支援

　母親クラブは10団体あり、各団体とも、子どもの健
全な育ちを支えるために地域の団体や住民との交流を
図りながら活動をしています。新型コロナウイルス感
染症のため、活動ができないクラブもあったが、５類
移行後は活動を再開してきています。

　新型コロナウイルス感染症のため、活動が停滞して
いるクラブや会員の世代交代が進んでいないクラブも
あり、クラブ数の減少が予想される。
　また、地域により母親クラブの数や活動に差が生じ
ているので、今後は母親クラブという形にとらわれ
ず、地域全体で子どもの育ちを支える方向へと支援の
あり方を検討していきます。

こども福祉課

（５）小児医療の充実

№ 施策 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
小児医療体制
の維持・確保

　輪番制による日曜日と平日夜間の小児救急の受け入
れ体制と、24時間オンコール体制の専門的処置の維
持・確保に努めることが出来ました。
実績（患者延べ人数）
（小児初期救急体制整備事業）R4:772人 R5:1,107人
（小児救急医療支援事業）R4:1,045人 R5:1,271人

　小児救急の医療体制について、今後医師会との協
議・検討が必要である。

健康増進課

2
さいきっ子医
療費助成事業

　市内在住の出生から高校生相当までの子どもに対す
る健康保険適用分に係る医療費（通院・入院・歯科・
調剤費）を無料としています。
【実績】
R2受給資格者数7,014人　延べ件数69,344件　R3受給
資格者数6,715人　延べ件数75,888件
R4受給資格者数6,978人　延べ件数73,511件
R5受給資格者数8,244人　延べ件数99,723件

　子どもに係る医療費を無料とすることにより、子育
て世帯の経済的負担の軽減や疾病の早期発見、早期治
療につながっており、子どもの保健の向上を図ってい
きます。

こども福祉課

（６）結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進

№ 施策 具体的な実績など 課題や問題点 担当課

1
子育て世代包
括支援セン
ターの構築

　R２年４月から和楽内健康増進課に「佐伯市子育て
世代包括支援支援センターさいきっずまある」を開設
し、専任保健師と相談専用電話を確保しています。R
５年度からは専任助産師へ変更し、伴走型相談支援を
開始しました。
　電話・来所相談、母子健康手帳交付時の面談、支援
プランの作成等の実績
R4：946件　R5：1135件

　妊娠届出数は減少しているものの支援を必要とする
ハイリスク妊婦の割合が増加し、妊娠期から切れ目な
い支援が必要となっています。

健康増進課

2
妊婦健康診査
による支援

　母子健康手帳交付時に14回分の妊婦一般健康診査受
診票を交付しています。35歳以上の方には腹部超音波
券を交付しています。R４年度から多胎妊娠の方に受
診票を５回分追加交付しています。R６年度から血算
検査と血糖検査をそれぞれ1回分追加し、妊産婦健診
交通費等支援事業を開始しました。
　妊娠11週までの届け出や県外受診時の償還払いの手
続き等の周知を行いました。

　国の基準の健診は、市内産婦人科は対応できている
が、一部の検査費用について妊婦の負担もあります。

健康増進課

3
産後ケアの充
実

　母親の身体的回復と心理的な安定を促し、母親自身
がセルフケア能力を高め、母子とその家族が健やかな
育児ができるよう産後ケア事業の周知を行いました。
R５年度途中から、条件を緩和し、妊娠届出時や乳児
訪問時にはチラシ配布し、周知に努めました。
実績R4:デイ型4回　宿泊型8回
　　R5:デイ型3回　宿泊型8回

　妊娠届出数の減少に伴い、利用実績は伸び悩んでい
ます。産婦自身が出向くデイ型、宿泊型は、移動する
負担が大きい。

健康増進課

4
不妊治療への
支援

　人工授精費用の助成を市独自で実施し、特定不妊治
療及び不妊検査に係る費用については、県の事業に対
しその一部を負担しています。
実績
（市助成）R4：6件 R5：3件
（県負担）R4：26件 R5：13件

　不妊治療の保険適用開始に伴い、県の助成制度が縮
小されました。

健康増進課

-47-



 

５ 佐伯市における子育て・子育ち支援の課題 

本計画の策定にあたっては、子ども・子育て会議での意見や実態調査の結果や第２期計画の施

策進捗評価に基づき、これらの課題を解決するための施策に取り組みます。 

 
【統計資料からみた本市の現状について】 

本市では、女性の労働力率は大分県とほぼ同程度で推移しており、特に２０代後半から５０代前

半にかけての女性の労働力率が８０％以上と高くなっており、子育てをしながらフルタイムで働く母

親が増加していることが伺えます。こうした女性の社会進出や就労形態の多様化に伴い、育児と仕

事の両立を支援し、子育て家庭の多様なニーズに対応できるよう子育て支援サービスの充実が求

められています。 

さらに、母親の就労意欲の高まりを勘案し、保護者が利用を希望する時期から教育・保育施設を

利用できるよう教育・保育の量的な拡充や、質的な向上を進める必要があります。 

また、ひとり親世帯の推移をみると、2010（平成 22）年から 2020（令和 2）年にかけて男親と子

どもから成る世帯は増加傾向となっていることから、ひとり親世帯に対する支援が必要と考えられま

す。 

 
【ニーズ調査からみた本市の現状】 

①日頃、お子さんを見てもらえる親族・知人の有無について 

小学生調査結果では、前回Ｈ３０と比較すると、「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族に

みてもらえる」の割合が増加し、「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」の割合が減少している。 

 

②母親の就労状況について 

 就学前調査結果では、前回 H30 と比較すると、「フルタイムで就労しており、産休・休・介護休業中

ではない」の割合が増加し、「以前は就労していたが、現在は就労していない」の割合が減少してお

り、就労意向の高まりを勘案し、仕事と育児の両立ができるよう、子育て中の保護者に対する支援

策を強化する必要があります。 

 

③平日の日中の定期的な教育・保育サービスの利用有無について 

就学前調査結果では、「利用している」とする割合が 80.6%となっている。前回 H30 と比較する

と、「利用している」の割合が増加しており今後も平日の定期的な教育・保育サービスのニーズは高

まる可能性があります。 

 

   ④平日の日中の定期的な教育・保育サービスの利用状況について 

「認定こども園」とする割合が 56.4%で最も高く、次いで「認可保育所（園）」が 25.2%となって

いる。前回 H30 と比較すると、「認定こども園」の割合が増加し、「幼稚園」「認可保育所（園）」の割

合が減少している。今後も平日の定期的な教育・保育サービスのニーズは高まる可能性があります。 
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   ⑤育児休業の取得状況について 

母親・父親の育児休業取得については、前回 H30 と比較すると、大きな変化はみられないものの、

産前・産後休業、育児休業期間中の保護者に対する情報提供や相談支援等の推進が必要です。 

 

⑥希望する放課後の子どもの居場所について 

就学前調査結果では、前回Ｈ３０と比較すると、「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾な

ど）」の割合が減少している。（※就学前の調査対象者は 5 歳児以上の方のみ） 

小学生調査結果では、「自宅」とする割合が 55.9%で最も高く、次いで放課後児童クラブ」が

55.3%となっている。前回 H30 と比較すると、「自宅」「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習

塾など）」の割合が減少している。保育ニーズの高まりから、将来的な放課後児童クラブのニーズが

さらに高まる可能性があります。 

 

   ⑦長期の休業期間中の放課後児童クラブの利用希望について 

就学前調査結果では、「低学年（1～3 年生）の間は利用したい」59.9%が最も高く、次いで「高

学年（4～6 年生）になっても利用したい」25.9%となっている。H30 と比較すると、「利用する必

要はない」の割合が増加し、「高学年（4～6 年生）になっても利用したい」の割合は減少している。 

小学生調査結果では、「低学年（1～3 年生）の間は利用したい」55.3%が最も高く、次いで「高

学年（4～6 年生）になっても利用したい」38.8%となっている。H30 と比較すると、大きな変化は

みられない。土曜日、特に長期休暇中の放課後児童クラブの利用希望に対応することができるよう、

指導員の確保を含めた体制の強化を進める必要があります。 

 

    ⑧お子さんの発育や発達について、気になることや不安を感じることについて 

就学前調査結果では、「行動面に関すること」とする割合が 59.7%で最も高く、次いで「言葉 

の発達に関すること」が42.2%となっている。前回Ｈ３０と比較すると、「言葉の発達に関すること」

の割合が増加しており、子どもの発育や発達について気軽に相談できる体制の充実が必要です。 
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第３章 

計画の基本的な考え方 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本理念 

前期計画までの事業との一貫性という意味から、これまで基本理念としてきた「いつも子どもが 

まんなか」を、第３期の本計画においても継承します。 

少子高齢化社会にあって、本市の次代を担う子どもたちが健やかに生まれ、生き生きと育つこ

とは、市民すべての願いです。佐伯で育つ子どもたちが、地域の人々の温かいぬくもりにつつまれ

て、子育てがしやすいと実感できるまちを目指します。 

子ども・子育て支援については、こどもの誕生前からライフステージ別の時期それぞれにおいて、

こどもの視点に立ち、こどもの生存と発達が保障されるよう、良質かつ適切な内容及び水準の教

育・保育環境を確保し、「こどもの最善の利益」が実現され、将来にわたり幸せに生活できる「こど

もまんなか社会」を目指します。 

また、子育て当事者が、経済的な不安や孤立感を抱いたり、仕事との両立に悩んだりすることな

く、健康で、自己肯定感とゆとりをもってこどもと向き合えるよう、ざまざまな方面からの支援につ

いて、連携した体制で社会全体として取り組むことが必要と考えられています。 

みんなが、「いつも子どもが『まんなか』にいる」という心を持ち、子どもたちが心豊かにいきいき

育つまちをつくっていきます。常に子どもにたちにとっていいものが何かを考え、子ども・子育て支

援を推進します。 

 

 

  

基本理念 

『いつも子どもが まんなか』 
 

～ 子どもの笑顔はさいきの元気、すくすく育てさいきっ子 ～ 
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２ 計画の基本的視点 

基本理念の実現に向けて、次の３つを基本的視点として、子ども・子育て支援施策を組み立て

て推進します。 

 

基本な視点１ 子どもの育ちの視点  ～子どもが笑顔になるために～ 

子どもは、社会の希望、本市の未来を創る力です。そのためにも、子どもが、家族の愛情を受け、

自らも家族の一員としての様々な役割を果たしながら、強い心と豊かな心を育み成長を遂げてい

くことが必要です。子どもの視点に立ち、幼児期の人格形成を培う教育・保育については良質か

つ適切な内容及び水準のものとなるように配慮し、子どもの健やかな発達が保障され「子どもの

最善の利益」が実現され、幸せな状態で生活することができる社会を目指します。 

 

基本な視点２ 親としての育ちの視点  ～子どもの笑顔をみるために～ 

子どもが生活の大半を過ごす家庭の環境は、子どもの成長に大きく影響します。そのため、父

母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有することを前提としつつ、保護者の子

育てに対する負担や不安・孤立感を和らげ、自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を

整えることで、親としての自覚と責任を持ち、豊かな愛情あふれる子育てが次代に継承されるよう、

保護者の主体性とニーズを尊重した、家庭における子育て力を高められる社会を目指します。 

 

基本な視点３ 子育てを支える地域の視点  ～みんなで笑顔になるために～ 

社会のあらゆる分野におけるすべての人が、子ども・子育て支援の重要性に対する関心や理解

を深め、各々が協働し、それぞれの役割を果たすことが必要です。 地域の実情を踏まえ、子ども

の成長にとってより良い環境づくりのために、子どもの見守りや子育てにおいて、地域の人々が関

わり合うことができるような社会を目指します。 

 

 

 

 

本計画では、基本理念や基本方針を踏まえ、次の頁に基本目標６つを掲げ、体系的に子ども・子育

て支援事業計画を推進するための施策を展開していきます。  
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３ 計画の施策体系 

 

基本
理念

基本的視点 基本目標 施策の方向性

【施策の方向性1】すべての子どもが幸せに暮らすための
　　　　　　　　 意識づくり

　①子どもの権利に関する普及啓発

　②男女共同参画に関する意識づくり

【施策の方向性２】妊娠期から子育て期を通じた
　　　　　　　　　切れ目ない支援

　①切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策

　②学童期・思春期から成人期に向けた保健対策

　③「食育」の推進

　④小児医療の充実

　⑤結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進

【施策の方向性３】生きる力を育むための子どもの育ちの
　　　　　　　　　支援

　①地域における子育ち・子育て支援サービスの充実

　②幼児期の教育・保育の充実

　③多様な遊びや体験活動の推進（旧子どもの健全育成）

【施策の方向性４】子どもの心身の健やかな成長に資す
　　　　　　　　　る教育環境の整備

　①次代の親の育成

　②子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境の整備

　③家庭や地域の教育力の向上

【施策の方向性５】きめ細かな対応が必要な子どもと親
                 への支援

　①児童虐待防止対策の充実

　②ひとり親家庭の自立支援の推進

　③障がい児・医療的ケア児等への支援

　④子どもの居場所づくりの支援

　⑤子どもの貧困対策の推進

　⑥ヤングケアラーへの支援

【施策の方向性６】地域における子育ち・子育ての支援

　①地域における人材育成

　②子育て支援のネットワークづくり

　③子育て・子育ちに関する情報提供・相談体制の充実

【施策の方向性７】子育てにやさしい生活環境の整備

　①子育てしやすい生活環境づくり

　②子どもを交通事故から守る環境づくり

　③安心して外出できる環境づくり

　④安全・安心なまちづくりの推進等

【施策の方向性８】ワーク・ライフ・バランスの推進

　①仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

『
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１
　
子
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も
の
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ち
の
視
点
　
　
～

子
ど
も
が
笑
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に
な
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た
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～

 １ 子どもの権利
　　を守り幸せに
　　暮らせる環境
　　づくり

２ 子どもを安心
   して産み育て
   る環境づくり

３ 子どもたちが
　 健やかに育つ

 環境づくり

 ４ きめ細かな対
　　応が必要な子
　　どもと親への
　　支援

５　地域ぐるみで
　　子どもを育む

　環境づくり

 ６ 子育てしやす
　  い生活環境づ
　  くり

-53-



 

 

 

 

 

 

 

第４章 

計画を推進するための施策の展開 

 

 

 

 

 

 

-54-



 

第４章 計画を推進するための施策の展開 

＜施策の方向性１ すべての子どもが幸せに暮らすための意識づくり＞ 

（１）子どもの権利に関する普及啓発 

 
【現状と課題】 

こども大綱が目指す「こどもまんなか社会」～全てのこども・若者が身体的・精神的・社会的に幸

福な生活を送ることができる社会～の実現のため、全ての子どもが、自らの権利を知り、子どもが

人間らしく幸せに生活できる意識づくりが必要です。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎子どもの権利を大切にする教育活動の推進 

（担当課：学校教育課、社会教育課） 

施 策 内 容 

子ども基本法や子どもの権利条約等について学び、子どもたちが自分の権利につ

いて知るとともに、他の子どもたちも同じ権利を持つことに気づき、互いの権利を尊

重する態度を養う教育活動を推進し、様々な学習や体験をする教育活動を提供しま

す。 

 
 

（２）男女共同参画に関する意識づくり 

【現状と課題】 

家庭内において育児負担が女性に集中している現状を変え、夫婦が相互に協力しながら子育

てをし、それを職場が応援し、地域社会全体で支援する社会をつくるため、共働き・共育てを推進

することが求められています。。 

 
【施策の展開】 

 
 

施 策 
◎男女共同参画に関する広報・啓発の充実 

（担当課：福祉保健企画課） 

施 策 内 容 

男女共同参画社会の実現に向けた理解の促進や社会づくりのために、性別による

固定的な役割分担意識は依然として根強く残っている現状があります。 

男女共同参画に関する講演会や市民講座等の中で、男女平等に関する学習や、

固定的な性別役割分担意識の解消に資する学習の機会を提供するとともに、無意識

の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の解消につながる啓発展示や街頭指導を行っ

ていきます。 

新規 

新規 
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＜施策の方向性２ 妊娠期から子育て期を通じた切れ目ない支援＞ 

（１）切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策 

 
【現状と課題】 

すべての子どもが健やかに生まれ、育てられるためには、両親，特に母親の健康状態と密接な

関係にあることから、母性の保護と心身の健康を保持・増進するとともに、母親の不安を軽減し、

育児を楽しめるような環境整備が必要です。あわせて、育児の連続性の中で途切れることなく、母

親の心に寄り添い、地域の中で最適な環境で見守っていく体制づくりが求められています。 

 

【施策の展開】 

施 策 
◎妊娠期からの伴走型相談支援 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

妊娠届出時から妊婦や子育て家庭に寄り添い、出産・育児等の見通し立てるため

の面談や継続的な情報発信、等を行うことを通じて必要な支援につながる伴走型支

援の充実を図るとともに経済的支援を一体として実施していきます。 

 

施 策 
◎乳児家庭全戸訪問事業 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

乳児の健康管理及び保護者の育児支援等の助けになるよう、保健師等専門職に

よる乳児全戸訪問を行い、育児に関する事業等の説明、育児相談等を行っていま

す。母親の要望により他市町村へ里帰り中の訪問を希望する場合は、他市町村の保

健師と連携をとっています。 

 また、訪問できていない家庭は、その理由を確実に把握しています。 

 今後も育児負担感や不安等を把握し、支援ができるように取り組んでいきます。 
 

施 策 
◎乳幼児健康診査事業 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

所内相談及び電話・訪問相談など、気軽に相談できる体制を整えており、乳幼児

健診受診率は高率を維持しています。 

乳幼児健康診査事業では、乳幼児の成長発達を支援するだけではなく、健やかな

成長に必要な正しい知識の普及啓発のための栄養指導・歯科指導・母親の育児不安

軽減のための保健指導の対応を充実させています。 

数人の未受診者はいますが、未受診の理由や所在確認は把握できており、今後も

各健診の必要性や受診方法を周知し、受診勧奨を行っていきます。 
 

施 策 
◎のびのび教室の開催 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

８～９か月児を持つ親を対象に育児学級（のびのび教室）を開催しており、保護者

が学習できる貴重な機会として参加率も 80％を超えています。 

今後も、継続して見守りができるよう参加の声かけを行い、安心して子育てができ

るための知識の普及啓発に努めます。 

新規 
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施 策 
◎予防接種事業 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

疾病予防のため予防接種を推進し、法定の予防接種に加え、おたふくかぜワクチ

ンの接種の助成を行い、無料で接種を受けられるようにしています。 

併せて、令和５年 10 月から高校生までを対象としたインフルエンザ予防接種費用

の助成を始め、予防接種の勧奨を行うとともに、子育て世代の経済的支援も行って

います。 

また、予防接種率の向上を図るため、必要に応じて電話や通知文にて接種勧奨を

行うとともに、接種時に必要としていた予防接種カードを廃止し、接種しやすい体制

を整備してきました。特に麻しん風しんの定期接種では、第１期・２期それぞれに勧奨

時期を設定し、勧奨を強化しています。 

今後も、予防接種の重要性についての普及啓発、乳幼児健診時に接種履歴の確

認、未接種者への勧奨を確実にし、接種率の向上に努めます。 

 

 

（２）学童期・思春期から成人期に向けた保健対策 

 
【現状と課題】 

思春期は，過度のダイエットや夜更かしといった日常生活上のことだけでなく，喫煙や飲酒，性

に関する問題行動や薬物乱用まで，子どもたちを取り巻く状況は決して楽観視できるものではあ

りません。 

思春期の子どもたちが，これらのリスクについて理解し，適切な対応を取ることができるように

するため家庭，学校，地域が一体となって見守ることが大切です。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎思春期保健対策 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

地域の児童クラブや保育園・学校等の要望に応じて栄養教室や思春期教室を実

施しています。 

今後も継続してプレコンセプションケアの一環として思春期保健対策の充実を図る

とともに、関係機関の連携を強化していきます。 
 

施 策 
◎情報モラル教育の推進 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

近年増加する SNS を介した犯罪に子どもたちが巻き込まれないために、各小・中

学校において、情報モラル教育に係る教職員への研修や、子どもたち・保護者向けの

講座に取組むことを通して、具体的な知識を身に付けるとともに、危機意識を高めま

す。 
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（３）「食育」の推進 

 
【現状と課題】 

「食」は人が生きていく上で欠かすことのできない命の源であり，望ましい食習慣を定着させる

ことは，健康的な生活習慣を形成する基本となることから、家庭や地域社会と連携した食育の推

進を，積極的に進めていく必要があります。 

子どもが健全な食生活の習慣を身につけるには、子どもを育てる周りの大人が食育を十分理

解し、自らが率先して健全な食生活を実践することが求められています。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎さいき『食』のまちづくりレシピの推進 

（担当課：ブランド推進課、健康増進課） 

施 策 内 容 

さいき『食』のまちづくりレシピ(佐伯市食育推進計画)に基づき、保護者や乳幼児

を対象に、離乳食や幼児食の指導・周知を乳幼児健診時を中心として行うとともに、

各ライフステージに沿った健康づくりに関する研修会や学習会等の実施に努めます。 

今後の取り組み 
引き続きライフステージに沿った食に関する知識の普及をはかり、配布資料や講話

内容において見直しを検討します。 
 

施 策 
◎望ましい食習慣の形成を図る食育の推進 

（担当課：ブランド推進課、健康増進課） 

施 策 内 容 

望ましい食習慣の形成を図るため、栄養教諭と担任の連携による教科や給食等を

利用した指導の実施、「弁当の日」取組みの継続、佐伯市食育推進会議との連携を

図り、家庭、地域への食育についての啓発活動を推進します。 
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（４）小児医療の充実 

 
【現状と課題】 

「食」は人が生きていく上で欠かすことのできない命の源であり，望ましい食習慣を定着させる

ことは，健康的な生活習慣を形成する基本となることから、家庭や地域社会と連携した食育の推

進を，積極的に進めていく必要があります。 

子どもが健全な食生活の習慣を身につけるには、子どもを育てる周りの大人が食育を十分理

解し、自らが率先して健全な食生活を実践することが求められています。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎小児医療体制の維持・確保 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

小児医療体制のさらなる充実を図るため、市内の小児科医療機関による当番医制

度を導入し、佐伯市医師会の協力のもと、夜間・休日に救急医療を要する子どもを受

け入れる佐伯市小児救急当番医事業も定着してきています。今後も、小児医療体制

の維持・確保に努めます。 
 

施 策 
◎さいきっ子医療費助成事業 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

子育て世帯の経済支援として、高校生等までの医療費を無料としており、疾病の

早期発見と治療を促進し子どもの保健の向上を図っています。 

今後も、本事業を継続し、子育て世帯の経済的支援、疾病の早期発見・早期治療

に努めます。 

 

（５）結婚・妊娠・出産・育児の切れ目ない支援の推進 

 
【現状と課題】 

近年、地域のつながりの希薄化等により、妊産婦等の孤立感や負担感が高まっている中、妊娠

期から子育て期にわたる切れ目ない支援を提供するために、結婚、妊娠、出産、子育てに関する

支援を充実し、地域で安心して子どもを産み育てられ、子どもたちが健やかに成長できる社会を

実現する必要があります。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎子育て世代包括支援センターの構築 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

出生数は年々減少しているものの、支援を必要とする家庭は増加傾向にあり、安

心して妊娠・出産・子育てができるよう妊娠期からの切れ目のない支援を目標に、個

別対応を充実してきました。 

今後も、母子健康手帳の交付から切れ目のない支援ができる体制を強化するため

に、子育て世代包括支援センターの構築を図ります。 
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施 策 

◎妊婦健康診査による支援 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 
国が示す望ましい基準の健診について、すべての妊婦が受診できるよう、体制及

び受診回数、検査項目を確保します。 

 

施 策 
◎産後ケアの充実 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

症状の強弱に差はあっても誰にでもおこる可能性のある産後うつ等に対応するた

め、母子の心身の状態に応じた保健指導や相談を行い、産後も安心して子育てがで

きる支援体制の確保と充実を図ります。 
 

施 策 
◎不妊治療への支援 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

不妊治療を受けている夫婦にその治療費の助成を行う子宝支援事業を継続実施

して、経済的負担の軽減を図ります。また、事業実施にあたっては、大分県不妊治療

費等助成事業とも連携し取り組むこととします。 
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＜施策の方向性３ 生きる力を育むための子どもの育ちの支援＞ 

（１）地域における子育ち・子育て支援サービスの充実 

 
【現状と課題】 

地域におけるつながりの希薄化や少子化の進行等により、子育てに対する親の不安感や負担

感は増大し、子育てに希望や意欲を持つことができず孤立している状況が増加しています。この

ため、子育て中の保護者が、子どもや子育てについて、さまざまな悩みや不安を抱え、地域から孤

立することがないよう、相互に交流するきっかけとなる機会や環境づくりを進め、地域全体がお互

いに支えあい助け合っていけるように、地域と一体となった子育て支援のための施策を推進する

ことが求められています。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎預かり保育 

（担当課：こども福祉課、学校教育課） 

施 策 内 容 

保護者の就労支援として、公立・私立幼稚園において、預かり保育を実施していま

す。公立幼稚園における預かりは、現在行っている渡町台幼稚園、鶴岡幼稚園、私立

保育園等においては、今後も保護者の就労支援として、関係機関と連携し、幼稚園

教諭の確保に努め、預かり保育の実施に努めます。 

 

施 策 
◎一時預かり保育 

（担当課：こども福祉課、学校教育課） 

施 策 内 容 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を認定こども園・保

育所等で一時的に預かる事業です。 

また、さいき城山桜ホール内にあるさくらっ子でも一時預かりを行い、保護者の求

職活動やリフレッシュ当の支援を引き続き行って行きます。 

 

施 策 
◎休日保育の実施 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 
 休日（日曜日・祝日等）において、保護者が就労などで児童の保育ができない場

合に保育を行う事業です。現在、やよいこども園にて実施しています。 

 

施 策 
◎地域子育て支援拠点事業 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

少子化や核家族化の進行、共働き世帯の増加など、子どもや子育てをめぐる環境

が大きく変化する中で、家庭や地域における子育て機能の低下や、子育て中の親の

孤独感や不安感の増大等といった問題が生じています。 

本市では、市内７か所（令和７年度から６か所）に地域子育て支援拠点を設置し、

子育て中の親子の交流、相談・援助、情報提供等を行っています。 

利用者は、保育所入所前の０～１歳の利用が多い状況です。今より利用しやすい

拠点づくりを目指します。 
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施 策 
◎ホームスタート事業(家庭訪問型子育て支援事業) 

（担当課：こども福祉課、健康増進課） 

施 策 内 容 

本市では、家庭訪問型子育て支援事業を実施しており、利用者は少ないものの子

育てに悩みや不安を抱える親子の支援を行っています。 

引き続き子育て世代包括支援センター「さいきっず まある」と連携し、子育てに悩

みや不安を抱える親子の支援を行っていきます。 

 

 

（２）幼児期の教育・保育の充実 

 
【現状と課題】 

近年、働く女性が増え、共働き世帯も増加しています。本市でも多種多様な保育サービスを充

実し、仕事と子育ての両立を支援してきました。今後、少子化による生産年齢人口の減少が見込

まれる中で、女性が意欲と能力を発揮して活躍できる社会を実現することは、重要な課題です。

就業を希望する人が働き続けながら、こどもを生み、育てることができる社会、仕事と生活の調和

を実現し、男女が共に子育てしやすい社会づくりを社会全体で推進していく必要があります。 

 

【施策の展開】 

施 策 
◎幼児教育・保育環境の向上 

（担当課：こども福祉課、学校教育課） 

施 策 内 容 

幼児教育・保育を充実させるため、集団規模の確保と就労家庭への子育て支援と

して、認定こども園の設置を推進してきました。 

今後も少子化の進行が予想されることから、引き続き、認定こども園の設置を推進

し、ニーズに対応する保育サービスの提供と質の向上を目指すとともに、佐伯市立幼

稚園・保育所のあり方検討委員会において、公立幼稚園の適正な園児数など幼稚

園、保育園のあり方について検討を行います。 

 

施 策 
◎幼児教育・保育の充実 

（担当課：こども福祉課、学校教育課） 

施 策 内 容 

乳幼児期は遊びや生活を通して、生きる力の基礎となる心情・意欲・態度、基本的

生活習慣など、生涯にわたる人間形成の基礎が培われる極めて重要な時期です。 

 幼稚園・保育所・認定こども園を支援しながら、「幼稚園教育要領」・「保育所保育

指針」・「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」に基づき、乳幼児期にふさわしい

遊びや生活を充実させ、目標に向かって頑張る力、他の人とうまく関わる力、感情を

コントロールする力などの非認知的能力※の育成を図ります。 
 ※「非認知的能力」とは、目標に向かって頑張る力、他の人とうまく関わる力、感情をコントロール

するなどの内面の力などのことをいう。また、数がわかる、字が書けるなど、IQ などで測れる力を

「認知的能力」とよぶ。 
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施 策 
◎幼児教育・保育施設と小学校の連携 

（担当課：学校教育課、こども福祉課） 

施 策 内 容 

幼児教育・保育から小学校教育への円滑な移行が図られるよう、すべての園にお

いて「アプローチカリキュラム」、「スタートカリキュラム」、園児の体験入学などを実施

しており、子どもがスムーズに学校生活を送れるよう、連携を深めていきます。 

 
 

（４）多様な遊びや体験活動の推進 

 
【現状と課題】 

地域社会における子どもの数の減少は，遊びを通じての仲間関係の形成や子どもの社会性の

発達と規範意識の形成に大きな影響があると考えられるため，全ての子どもを対象として放課後

や週末等に，地域の方々の協力を得て，地域において子どもが自主的に参加し，自由に遊べ，学

習や様々な体験活動，地域住民との交流活動等を行うことができる安全・安心な居場所づくりの

推進が必要です。 

さらに，民生委員・児童委員が，地域における子育て支援や子どもの健全育成を通じた虐待の

防止の取組等子どもと子育て家庭への支援を住民と一体となって進めることが必要です。 

 

【施策の展開】 

施 策 
◎放課後児童クラブ 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

就労等により保護者が昼間家庭にいない小学生を対象に、放課後に適切な遊び

及び生活の場を与えて、その健全育成を図る事業です。 

少子化により子どもの数は減少しているものの、共働き世帯の増加に伴い、放課

後児童クラブの利用希望は増加しています。 

一方で、施設の老朽化や支援員の確保についてクラブが安定して運営できるよう

に検討します。 

 

施 策 
◎放課後子ども教室 

（担当課：社会教育課） 

施 策 内 容 

放課後子ども教室は、放課後や週末等に小学校の空き教室等を活用して、地域の

大人に企画・運営・参加してもらい、子どもたちに学習やスポーツ・文化活動、地域住

民との交流活動等の機会を提供する事業です。 

本市では、放課後子ども教室は、放課後児童クラブがある全ての小学校で実施さ

れており、児童クラブに通う児童の一部も放課後子ども教室を利用しています。 

今後も、放課後の子どもの居場所づくりの一環として、子どもたちが安全に過ごせ

る場所の提供に努めます。 
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施 策 
◎新・放課後子ども総合プランの推進 

（担当課：こども福祉課、社会教育課） 

施 策 内 容 

国の放課後子ども総合プランに基づき、放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の

連携による実施または各学校の余裕教室の徹底活用による一体的な実施に努めま

す。 

 

○放課後児童クラブの令和６年度に達成されるべき目標量 

 放課後児童クラブの目標事業量は、量の見込みと確保の方策に基づき、必要に応

じて施設整備を進め、令和 11 年度段階で 1,140 人／年とします。 

 

○一体型の放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の令和６年度に達成されるべ

き目標事業量 

 令和 11 年度までに、18 か所整備することを目指します。 

 

○放課後子ども教室の令和 11 年度までの整備計画 

 令和 11 年度までに、全小学校区の 100％に整備することを目指します。 

 

○具体的な方策について 

 放課後児童クラブと放課後子ども教室を一体的又は連携して実施するために、放

課後児童クラブの支援員と放課後子ども教室のコーディネーターが連携してプログ

ラムの内容検討、安全管理ができるよう、定期的な打ち合わせの場を設けていきま

す。 

 さらに教育委員会部局と福祉部局の連携については、放課後児童クラブを所管し

ている「こども福祉課」と放課後子ども教室を所管している「社会教育課」が十分に連

携を図り、他関係機関との調整を図りながら、放課後等の安全・安心な居場所確保の

ため、学校施設の活用や地域の実情に応じた児童クラブの開所時間延長を検討して

いきます。 
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＜施策の方向性４ 子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備 

（１）次代の親の育成 

 
【現状と課題】 

子どもの道徳観や倫理観、一般常識などの形成に最も影響を及ぼすのは「親」であり、子どもが

誕生した瞬間から大きな責任を背負うことになります。 

しかしながら、核家族化の進行や隣近所との結びつきの希薄化などにより、子育てに関する相

談ができず、保護者が育児不安や孤立感に悩まされ、自信を失っていくケースもあることから、多

様な手段で気軽に相談できる環境を整えることが必要です。子育て家庭が地域で安心して子育

てができるよう、地域の様々な資源を活用して、市全体で子育てを支援し、子どもと子育てをして

いる親を支えていく仕組みづくりを図ります。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎思春期における保健・福祉体験学習事業 

（担当課：学校教育課） 

施 策 内 容 

思春期に生命の尊厳や性に関する教育を行うことにより子どもたちの心身の健全

な育成を図れるよう、乳幼児と中学生等の福祉体験学習等を推進し、乳幼児とのふ

れあいの中で、父性・母性の育成を図ります。 

 

（２）子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

 
【現状と課題】 

次代の担い手である子どもが個性豊かに生きる力を伸長することができるよう、子ども一人ひ

とりに対するきめ細やかな指導や豊かな心を育むための、各推進・事業・環境づくりが必要です。 

 

【施策の展開】 

施 策 
◎校区ネットワーク会議の推進 

（担当課：社会教育課） 

施 策 内 容 

家族化による家庭力の低下等により、身近な地域社会との連携が必要となってい

ます。本市では、学校と家庭、地域社会が連携して子どもを育てる「地域協育」を推進

するため、「校区ネットワーク会議」を各中学校区に設置しています。また、「地域学校

協働活動推進員」をコミュニティセンター等にコーディネーターとして配置し、情報共

有や事業の準備・実施を円滑に行っています。今後も本事業を推進するとともに、学

校が主催する「コミュニティースクール」とも連携して、活動の充実に取り組んでいま

す。 
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（３）家庭や地域の教育力の向上 

 
【現状と課題】 

地域の特色や多様性を生かした学校や授業では体験できない体験学習等を通し，地域の人た

ちとの交流を図りながら，子どもが自ら考え，判断し，行動できる能力，思いやりの心などの「生き

る力」を養う取組が必要です。 

 

【施策の展開】 

施 策 
◎家庭教育の推進 

（担当課：社会教育課、こども福祉課） 

施 策 内 容 

佐伯市では家庭教育支援チームを組織し、市オリジナルの「子パンダプログラム」

（親子参加型の体験講座とワークショップ）を就学前の親子を対象に実施しており、

今後も事業の推進に取り組みます。 

 

施 策 
◎子どもの文化活動の推進と支援 

（担当課：社会教育課、文化芸術振興課） 

施 策 内 容 

９つの市町村が合併してできた佐伯市には、地域ごとに様々な歴史や伝統があり、

小学生を対象とした、勾玉作り・金兜作り、縄文土器作りといった歴史体験教室や専

門講師を派遣し、アート教室を開催するなど芸術文化に触れる機会を提供していま

す。 

今後も歴史資料館や学校と連携し、郷土の文化や歴史を学ぶ事業や各種芸術活

動の場の提供に努めます。 

 

施 策 
◎地域や自然とふれあう体験交流 

（担当課：こども福祉課、社会教育課） 

施 策 内 容 

佐伯市は、山、川、海といった豊かな自然に恵まれ、四季折々の自然に触れること

ができます。その恵まれた環境を生かし、より多くの子どもたちが地域の方や自然と

親しむ環境づくりに取り組みます。 
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＜施策の方向性５ きめ細かな対応が必要な子どもと親への支援＞ 

（１）児童虐待防止対策の充実 

 
【現状と課題】 

子どもたちへの虐待は，夫婦関係の不和などの家庭関係上のストレス，失業や借金などの 経

済的問題，保護者や子どもの健康問題，近隣からの孤立など，多くの課題が複合的に作用して発

生するため，関係機関が家族の抱える課題について一体となって家庭を支援することが大切です。 

経済的困窮や養育能力の低下，疾病，障害等の様々な問題を背景に，それらに対応できる体

制を整えていくことが必要です。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎養育支援訪問事業 

（担当課：健康増進課、こども福祉課） 

施 策 内 容 

子育てに対して不安・孤立感等を抱える家庭や、その他様々な原因で養育支援を

必要とする家庭を訪問し、個々の家庭の抱える養育上の諸問題の解決、軽減するよ

う支援を行います。 

子育てに関する窓口を健康増進課と周知し、虐待のおそれのあるハイリスクケース

についてこども福祉課と情報共有・連携する体制を構築しています。 

支援を必要とするケースは、相談内容も複雑化してきており、専門職や保健師のマ

ンパワーの確保が課題となっています。 

今後は、子育て世代包括支援センターを中心とした相談窓口の明確化と個別ニー

ズに応じたきめ細かな支援を実施していきます。 

 

施 策 
◎家庭児童相談事業 

（担当課：こども福祉課、健康増進課） 

施 策 内 容 

児童虐待の発生予防、早期発見、早期対応等のため、子ども（0～18 歳）に関す

るあらゆる相談支援（養育・しつけ・性格・非行・障がい・児童虐待等）を行う事業で

す。 

今後も、養育支援等を必要とする家庭を早期に把握し、虐待の発生予防を行うと

ともに、虐待の早期発見、早期対応を図ります。 

また、虐待の恐れがあるケースの発見など、児童相談所の権限や専門性を要する

場合には、遅滞なく介入を求められるように関係機関との連携を強化し、密接に情報

を共有できるよう努めます。 

加えて、母子保健機能と児童福祉機能の切れ目ない支援を目指し、令和 7 年度よ

りこども家庭センターを設立し機能拡充に努めます。 
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（２）ひとり親家庭の自立支援の推進 

 
【現状と課題】 

ひとり親家庭が増加している中で，子どもの健全な育成を図るためには，きめ細かな福祉サー

ビスの展開に加え，自立に向けた就業支援を効果的に行う必要があります。 

ひとり親家庭の母又は父等の就業に向けた資格取得を支援するため，職業能力向上のための

訓練や求職活動の相談等について，公共職業安定所や県等と連携し，効果的に行う体制づくりに

努めます。 

また，母子・父子福祉団体の自主的な活動を支援するとともに，育児・家事等の家庭機能を援

護し，安定した生活を維持できるような支援が求められています。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎ひとり親家庭自立支援の推進 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

ひとり親家庭への自立支援として、母子父子自立支援員を２名配置し、相談に対

応しています。 

今後も、相談体制を充実していきます。 
 

施 策 
◎ひとり親家庭医療費助成事業 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

母子家庭、父子家庭および父母のいない児童が保険診療した医療費の自己負担

額を助成する事業です。 

ひとり親家庭等の生活の安定と福祉の向上を目的として、今後も本事業を実施し

ていきます。 
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（３）障がい児・医療的ケア児への支援 

 
【現状と課題】 

障がいのある子どもが地域の中で健やかに育つために，障がいのない子どもと共に成長できる

よう配慮するとともに，親子の意向を尊重し，一人ひとりの障がいの状況に応じた適切な保育，教

育を行うよう努める必要があります。 

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律として、医療的ケア児支援法が令和 3

年 6 月に制定、同年 9 月に施行されました。法律が制定・施行されるまで、医療的ケア児とその家

族の支援は努力義務でしたが、医療的ケア児支援法にて責務となりました。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎障がい児福祉計画と連携した障がい児支援の推進 

（担当課：障がい福祉課） 

施 策 内 容 

平成 30 年３月に「佐伯市障がい者計画(第３次)・佐伯市障がい福祉計画(第５

期)・佐伯市障がい児福祉計画(第 1 期)」を一体的に策定しており、障がい児福祉計

画では、基本方針に「障がい児の利益考慮と健やかな育ちの推進」、「障がい児への

早期且つ一貫性のある支援の提供」、「地域社会への参加や包容(インクルージョン)

の推進」、「質の高い支援の充実と関係機関との連携の推進」を掲げています。 

今後も、佐伯市障がい児福祉計画に基づき、関係機関と連携を取りながら、障が

い児及び障がいが見込まれる児童へのサービス提供が円滑に行われるよう対応しま

す。 
 

施 策 
◎佐伯市医療的ケア児支援事業 

（担当課：こども福祉課、障がい福祉課） 

施 策 内 容 

佐伯市内の保育所・認定こども園等において、日常生活を営むために医療的ケア

が必要な児童に対して、佐伯市と委託契約を交わした訪問看護ステーションが看護

師等を派遣して医療的ケアの支援を行う事業です。 

事業を開始する際は佐伯市医療的ケア児支援事業検討会議（事務局：障がい福

祉課）を開催し、各児童が必要とする医療的ケアの内容を個別に検討し、事業の実施

を決定することとなっているため、関係機関と連携して医療的ケア児が集団生活をで

きるよう支援していきます。 
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（４）子どもの居場所づくりの支援 

 
【現状と課題】 

障がいのある子どもが地域の中で健やかに育つために，障がいのない子どもと共に成長できる

よう配慮するとともに，親子の意向を尊重し，一人ひとりの障がいの状況に応じた適切な保育，教

育を行うよう努める必要があります。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎子ども食堂・学習支援 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

子どもの現在及び将来がその生まれ育った環境によって左右されることなく、すべ

ての子どもが心身ともに健やかに育成されるよう、子どもの生活面から学習面まで多

面的に支援するため、食事の提供や学習支援など関係団体等と連携し、子どもの居

場所づくりを支援します。 
 

施 策 
◎いじめ・不登校・貧困対策アクションプランの推進 

（担当課：学校教育課） 

施 策 内 容 

いじめ・不登校・貧困対策アクションプランに基づき、学校における学習支援や進

路相談、スクールソーシャルワーカーを活用した家庭支援、教育委員会における就学

援助や各種奨学金の情報提供などに努めます。 
 
 
（５）子どもの貧困対策について 

 
【現状と課題】 

貧困世帯の子どもは十分な教育を受ける機会を失うことが多く、進学や就職が不利になりがち

で、こうした世代間の連鎖を解消させることが喫緊の課題となっています。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎佐伯市子どもの居場所づくり推進事業 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

貧困を抱えた世帯等に属する子どもを対象に、食事の提供と居場所づくりを行う

事業です。食事提供と併せて、学習支援や遊び、様々な体験活動等を通じて生活習

慣を身につけることができ、子どもが安心して過ごせる環境を確保することで、子ど

もが健やかに育成される環境整備をすることを目的としています。 
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（６）ヤングケアラーへの支援に向けた取り組み 

 
【現状と課題】 

ヤングケアラーとは法律上の定義はありませんが、「本来は大人がやるべき家事や家族の世話

（ケア）を日常的に行っている 18 歳未満の子ども」のことを指します。 

子ども自身が自分の家庭状況が当たり前だと思い、ヤングケアラーであることに無自覚です。

そのため、周囲も確信が持てず、早期発見と把握が難しいことが挙げられます。ヤングケアラーは、

家庭内のデリケートな問題とつながっていることが多いため、学校側が踏み込みにくい側面があ

ります。 

また、親も子どもによる世話を当たり前だと思っていたり、教育方針やしつけと主張したりと理

解が進んでいないことも原因の一つです。支援につなぐための窓口が明確ではなく、多くの場合

どこに相談すればいいかわからないケースが見受けられます。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎要保護児童対策地域協議会での連携 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

虐待を受けている子どもをはじめ、支援・保護の必要な子どもの早期発見や適切

な保護を図るため、佐伯市要保護児童対策地域協議会においては、関係機関で子ど

もとその家族に関する情報や支援方針を共有し、適切な連携の下で対応してる。 

ヤングケアラーについても同様に当協議会の中で共有すべき情報として関係機関

で支援等について検討している。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

＜施策の方向性２ 妊娠期から子育て期を通じた切れ目ない支援＞ 
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＜施策の方向性６ 地域における子育ち・子育ての支援＞ 

（１）地域における人材育成 

 
【現状と課題】 

子ども・子育て支援制度では，幼稚園や保育所・こども園等における子育て支援のみならず，地

域のニーズに応じた子育て支援を充実するため，支援の担い手となる人材の確保が必要であり，

高齢者，育児経験豊かな主婦，その他の地域人材を中心とした養成と，それらの人材を効果的に

活用することが必要です。 

 

【施策の展開】 

施 策 
◎保育士等の育成・確保の強化 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

幼児期の学校教育・保育の提供の基盤となる人材を育成・確保するため、関係機

関と連携し、育成・確保に努めます。 

従来では待機児童問題解消のため保育士の確保支援対策に重点を置いていまし

たが、就学前人口の減少や保育所等のこども園化等によって待機児童数が減少した

ことから、今後は保育士等の人材育成に重点を置いた研修会、講演会等への参加、

実施を検討していきます。 

 

 

（２）子育て支援のネットワークづくり 

 
【現状と課題】 

子育て家庭に対して、きめ細かな子育て支援サービス・保育サービスを効果的・効率的に提供

するとともに、サービスの質の向上を図る観点から、地域における子育て支援サービス等のネット

ワークの形成を促進し、情報提供を行うことが必要です。 

 

【施策の展開】 

施 策 
◎｢おめでとう訪問事業｣や｢子育てサロン｣ 

（担当課：社会福祉課、こども福祉課、健康増進課） 

施 策 内 容 

民生委員・児童委員・主任児童委員が全小学校区に配置されており、子育て家庭

の相談や地域の福祉相談に応じています。 

特に、子育て家庭の困りごとを早期に発見できる支援体制の構築や気軽に集まれ

る居場所づくりとして、民生委員・児童委員・主任児童委員が｢おめでとう訪問事業｣

や｢子育てサロン｣の運営支援に積極的に関わっています。 

今後も、地域の子育て支援体制を維持しながら、気軽に相談ができる関係・環境

づくりを推進します。 
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施 策 
◎母親クラブ・育児サークル活動の支援 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

母親クラブは児童を持つ母親などの連帯組織で、地域における文化活動や世代間

交流など、児童福祉の向上を図るための活動を行っており、食育活動やイベント、学

校・公民館行事の支援等を通して、地域において母親の視点から子どもの育ちを支

えています。 

今後の活動については、地域により母親クラブの数や活動に差が生じていることか

ら、母親クラブという形にとらわれず、地域全体で子どもの育ちを支える方向へと支

援のあり方を検討していきます。 

 

 

（３）子育て・子育ち支援サービスに関する情報提供の充実 

 
【現状と課題】 

子育て家庭に対しする子育て支援サービス・保育サービスの提供体制を整えても、その情報が

必要な家庭に届いていない現状があります。必要な家庭に必要なサービスの情報が得られるよう

な情報提供体制の構築が必要です。 

 

【施策の展開】 

施 策 

◎佐伯市子育て・子育ちアプリ「さいきっず まある」を活用した 

情報提供 

（担当課：こども福祉課、健康増進課） 

施 策 内 容 

子育て・子育ちに関する日々の記録や、大切な思い出の保存予防接種のスケジュ

ール管理等ができるアプリにて、市独自の情報を発信していきます。また、地域子育

て支援拠点の行事等のお知らせも各拠点から行える体制を整えます。 

 

施 策 
◎佐伯市公式 LINE による情報提供 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 
市公式 LINE を活用し、子育て・子育ちに関する情報発信を行うと共に、チャットに

よる情報検索が行える方法の検討を行います。 

 

施 策 
◎こども家庭センターの設置 

（担当課：こども福祉課、健康増進課） 

施 策 内 容 

子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援センター（母子保健）

の機能を継続した上で、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的に相談支援を

行う機能を有する機関として、令和７年度よりこども家庭センターの設置を行います。 
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施 策 
◎妊娠期からの伴走型相談支援 

（担当課：健康増進課） 

施 策 内 容 

妊娠届出時から妊婦や子育て家庭に寄り添い、出産・育児等の見通し立てるため

の面談や継続的な情報発信、等を行うことを通じて必要な支援につながる伴走型支

援の充実を図るとともに経済的支援を一体として実施していきます。また、国の動向

をみながら、母子保健の DX の推進を行っていきます。 

 

施 策 

◎ふくしの総合相談窓口「福祉のふくちゃん」での相談、 

情報提供体制の強化 

（担当課：福祉保健企画課） 

施 策 内 容 
福祉保健企画課（ふくしの総合相談窓口「福祉のふくちゃん」）での相談・情報提供

を行います。 
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＜施策の方向性７ 子育てにやさしい生活環境の整備＞ 

（１）子育てしやすい生活環境づくり 

 
【現状と課題】 

ベビーカーや荷物のなどの階段昇降をはじめ、最近では、赤ちゃんや子どもの声を生活

騒音と捉えられるなど子育て家庭の居住環境には多くの制約があり、良質なファミリー向

け賃貸住宅の確保などの取組が必要です。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎子育て世帯リフォーム支援事業 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

子育て世帯の住環境の向上を図るため、18 歳未満（当該年度の 4 月 1 日時点の

年齢）の子どもがいる世帯が行う持ち家の改修工事などに対し補助を行っています。 

今後も、本事業の周知と事業継続に努めます。 

 

 

（２）子どもを交通事故から守る環境づくり 

 
【現状と課題】 

子どもが交通事故や犯罪等の被害に遭わないように、通学路等の点検を行い、交通安

全施設の整備、道路照明等の安全対策を行っていきます。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎子どもの交通安全活動の推進 

（担当課：学校教育課、教育総務課、こども福祉課） 

施 策 内 容 

登下校時の交通安全運動や、子どもを対象とした交通安全教室の開催など、子ど

もを交通事故から守る取組を行っており、各幼稚園・各学校では、交通安全教育や

自転車の乗り方など学校全体で指導しています。 

 今後も、交通安全教室の実施や青色防犯パトロールなど、学校や保護者、地域

の見守り隊、警察などの関係機関と連携しながら、園児児童生徒の安全性が確保で

きるよう取り組みます。また、保育所やこども園等においても、園外保育マニュアルを

毎年見直すなど園児や保育士等の安全確保に取り組みます。 
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施 策 
◎通学路の安全確保の推進 

（担当課：教育総務課） 

施 策 内 容 

通学路の安全確保のため、学校から通学路危険箇所の報告を受けて道路管理者

や警察などの関係機関を集め、「佐伯市通学路安全対策会議」を開催しています。ま

た、危険箇所の内容により現地での合同点検も行っています。 

 今後も各関係機関と連携を図り、通学路の安全確保に努めます。 

 

施 策 
◎自転車用ヘルメットの配布 

（担当課：教育総務課） 

施 策 内 容 

自転車通学をする生徒の通学事故等における身体保護のためにヘルメットの着用

を事務づけるとともに保護者負担の軽減を図るため、中学校に通学する生徒にヘル

メットの支給を行っています。 

今後も生徒の安全確保に努めます。 

 

 

（３）安心して外出できる環境づくり 

 
【現状と課題】 

子どもや妊産婦をはじめ、あらゆる人が安心して外出できるよう、「高齢者、障害者等の

移動等の円滑化の促進に関する法律」等に基づき、公共施設などにおけるスロープの設

置や段差の解消等のバリアフリー化や危険防止のための手すりの設置などの取組を進め、

子育て家庭の外出を支援します。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎公共施設等のバリアフリー化 

（担当課：障がい福祉課、建築住宅課） 

施 策 内 容 

大分県福祉のまちづくり条例に基づき、公共施設等のバリアフリー化を推進してい

ます。 

今後検討している施設整備においても、子どもや妊産婦をはじめ、あらゆる人が

安心して外出できるようバリアフリー化を推進します。 
 

施 策 
◎おおいた子育て応援パスポート 

（担当課：こども福祉課） 

施 策 内 容 

子育て中の方、妊娠中の方を、子育てにやさしいお店・施設が応援してくれる事業

です。大分県内の他全国で同様のサービスが受けられます。 

 「子育て応援店」でパスポートを提示すると、それぞれのお店・施設が独自に提供

する商品の割引やサービス（おむつ替えや授乳スペース、子ども用トイレ、ミルクのお

湯の提供）など様々な特典が受けられます。子育て世帯への経済的負担の軽減や、

社会全体で子育て家庭を支えるという意識を高めていきます。 
 
 
 

新規 

新規 
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４）安全・安心なまちづくりの推進等 

 
【現状と課題】 

安全で住みよいまちづくりは、すべての市民の願いでありますが、複雑多様化する社会

において犯罪はますます巧妙化、増加傾向にあります。 

子どもが犯罪等の被害に遭わないようなまちづくりを進めるため、保護者やＰＴＡ等の

学校関係者、地域が連携し、犯罪防止対策に取り組むことが必要です。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎子どもを犯罪等の被害から守るための活動の推進 

（担当課：学校教育課、こども福祉課） 

施 策 内 容 

子どもを交通事故や犯罪被害から守るため、教育委員会と学校、警察等の関係機

関との連携による情報の伝達・共有を推進します。 

警察との連携については、スクールサポーターを活用するとともに、犯罪被害にあ

った子どもたちの支援については、県教育委員会とも連携しながら、スクールカウン

セラー、スクールソーシャルワーカー、スクールロイヤー、佐伯市教育支援センター教

室「グリーンプラザ」を活用して、対応を図ります。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

-77-



 
 

 

 

＜施策の方向性８ ワーク・ライフ・バランスの推進＞ 

（１）仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

 
【現状と課題】 

現在の少子化の背景には、働き方をめぐるさまざまな課題があります。共働き世帯が増

加しているにもかかわらず、働き方の選択肢が十分に整っていないことで、女性にとって

未だに就労と出産・子育てが二者択一となっている状況が存在しています。 

男女がともに子育てを担い、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向け

て子育て家庭・事業所・地域全体で推進していくことが求められています。 

 
【施策の展開】 

施 策 
◎ワーク・ライフ・バランスの普及・啓発 

（担当課：商工振興課） 

施 策 内 容 

雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和を目指すため、事業所

に対し育児休業の推進や従業員の余暇時間の創出などの普及啓発を図ります。 

 また、大分県と連携して、県が実施する働き方改革の取組に関する経営者向け

の勉強会や企業で取り組むリーダーを育成する講座等の情報提供を行い、事業所

に対し制度の理解と浸透に向け取り組みます。 

 

施 策 
◎男性の育児参加の促進 

（担当課：こども福祉課、福祉保健企画課） 

施 策 内 容 

働く女性が、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいて、子育

て期の段階で多様な生き方が選択できるようにしていくためには、家庭における父親

の役割が大きく期待されています。 

本市でもイベントに父親が参加する姿が多くみられるようになり、父親と子どもの

みを対象とした行事も開催されています。 

今後も、母親、父親がそれぞれに責任を持ち、家庭においてともに子育てをするこ

とを目指した啓発やイベントに取り組むとともに、男性の育児参画の促進も含めたワ

ーク・ライフ・バランスの実現につながる事業に対する補助金交付を行っていきます。 
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第５章 子ども・子育て支援法にかかる事業計画（第３期） 

１ 教育・保育提供区域の設定 

 

子ども・子育て支援法では、本計画において、「教育・保育」、「地域子ども・子育て支援事業」

を提供する区域を定め、当該区域ごとに「量の見込み」、「確保の内容」、「実施時期」を定める

こととされています。 

教育・保育提供区域の設定にあたっては、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条

件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の

条件を総合的に勘案するとともに、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅より容易に移

動することが可能な区域を定めることとなっています。その際、教育・保育提供区域は、地域型

保育事業の認可の際に行われる需給調整の判断基準となることを踏まえて、設定する必要が

あります。 

本市においては、効率的な資源の活用を可能とし、市内のニーズを柔軟に吸収できるよう、

教育・保育提供区域を2期計画と同様に１圏域（全市）とします。ただし、事業の実施にあたって

は小学校区単位等、各地区の実状を踏まえて行うものとします。 

また子ども・子育て支援法では、子ども及びその保護者が教育・保育給付を受ける場合は、

子どもの年齢や保育の必要性に応じた認定（法第１９条）を受けることが必要となっています。 

一方、市町村は、保護者の申請を受け、国の策定する客観的基準に基づき、保育の必要性

を認定した上で給付を支給することとされています。なお、認定区分の類型は大きく３つに分か

れ、それぞれに利用できる施設や事業が異なります。 

 

 【保育の必要性の認定の区分】 

支給認定区分 対象 保育の必要性の有無 主な利用施設 

１号認定 

（教育標準時間認定） 
満３歳以上 必要としない 

幼稚園 

認定こども園 

２号認定 

（保育認定） 
満３歳以上 必要とする 

保育所 

認定こども園 

３号認定 

（保育認定） 
満３歳未満 必要とする 

保育所 

認定こども園 

地域型保育事業 
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２ 計画の対象となる児童の人口推計（就学前児童・小学生児童） 

 

本市の就学前児童人口は、実績値で 201９（令和元）年の 2,630 人から 20２３（令和５）

年には 2,052 人と、578 人減少しています。コーホート変化率法による将来予測値の人口推

計では今後５年間も減少傾向で推移し、計画期間最終年の 2029（令和 11）年には 1,519 人

になると予想されます。 

小学生児童人口も、実績値で 2019（令和元）年の 3,180 人から減少傾向で推移し、

2023（令和 5）年には 2,889 人と 291 人減少しています。コーホート変化率法による将来

予測値の人口推計では今後５年間も就学前児童と同様に減少傾向で推移し、計画期間最終

年の 2029（令和 11）年には 2,020 人になると予想されます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本見込量算出に使用する本市の児童推計人口は、下記のとおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

←小学生児童 

 

←就学前児童  

令和元年～令和５年は、住民基本台帳による人口実績 

令和６年～令和 11 年は、コーホート変化率法による人口推計 

年齢 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年

0歳 260 251 240 232 224

1歳 281 269 260 249 241

2歳 288 279 267 258 247

3歳 297 288 279 267 258

4歳 348 299 290 281 269

5歳 370 347 298 289 280

6歳 369 368 345 296 287

7歳 381 367 366 343 294

8歳 440 379 365 364 341

9歳 437 436 375 361 360

10歳 470 438 437 376 362

11歳 487 470 438 437 376
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３ 各年度における教育・保育の量の見込み並びに提供体制の確保の 

３ 内容及びその実施時期 
 

1 教育・保育の量の見込み（令和 7 年～令和 11 年） 

子ども・子育て支援法では、市町村が計画期間における、教育・保育提供区域ごとに教育・

保育、地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」や「確保方策」を定めることとしています。 

■令和７年度 

単位（人） 1 号認定 2 号認定 3 号認定 

対象年齢 3～5 歳 ０～2 歳 

 教育を希望 
保育が必要 

保育が必要 
教育を希望 左記以外 

量の見込み（A） 252 746 564 

確
保
提
供
数 

幼稚園 180   

認定こども園（幼稚園部分） 292   

認定こども園（保育所部分）  
 

538 504 

保育所  172 130 

地域型保育事業  11 34 

認可外保育施設  30 30 

保提供数の合計（B） 472 751 698 

差異（B－A） 220 5 134 

 

■令和８年度 

単位（人） 1 号認定 2 号認定 3 号認定 

対象年齢 3～5 歳 ０～2 歳 

 教育を希望 
保育が必要 

保育が必要 
教育を希望 左記以外 

量の見込み（A） 232 686 545 

確
保
提
供
数 

幼稚園 180   

認定こども園（幼稚園部分） 292   

認定こども園（保育所部分）  
 

538 504 

保育所  172 130 

地域型保育事業  11 34 

認可外保育施設  30 30 

保提供数の合計（B） 472 751 698 

差異（B－A） 240 65 153 
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■令和９年度 

単位（人） 1 号認定 2 号認定 3 号認定 

対象年齢 3～5 歳 0～2 歳 

 教育を希望 
保育が必要 

保育が必要 
教育を希望 左記以外 

量の見込み（A） 215 637 522 

確
保
提
供
数 

幼稚園 180   

認定こども園（幼稚園部分） 292   

認定こども園（保育所部分）  
 

538 504 

保育所  159 123 

地域型保育事業  11 34 

認可外保育施設  30 30 

保提供数の合計（B） 472 738 691 

差異（B－A） 257 101 169 

 

■令和１０年度 

単位（人） 1 号認定 2 号認定 3 号認定 

対象年齢 3～5 歳 0～2 歳 

 教育を希望 
保育が必要 

保育が必要 
教育を希望 左記以外 

量の見込み（A） 208 615 503 

確
保
提
供
数 

幼稚園 180   

認定こども園（幼稚園部分） 292   

認定こども園（保育所部分）  
 

538 504 

保育所  159 123 

地域型保育事業  11 34 

認可外保育施設  30 30 

保提供数の合計（B） 472 738 691 

差異（B－A） 264 123 188 
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■令和１１年度 

単位（人） 1 号認定 2 号認定 3 号認定 

対象年齢 3～5 歳 0～2 歳 

 教育を希望 
保育が必要 

保育が必要 
教育を希望 左記以外 

量の見込み（A） 200 593 485 

確
保
提
供
数 

幼稚園 180   

認定こども園（幼稚園部分） 292   

認定こども園（保育所部分）  
 

538 504 

保育所  140 110 

地域型保育事業  11 34 

認可外保育施設  30 30 

保提供数の合計（B） 472 719 678 

差異（B－A） 272 126 193 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保の方策 

 
地域子ども・子育て支援事業とは、市町村が地域の実情に応じ、市町村子ども・子育て支援

事業計画に従って実施する事業です。 

 

（１）利用者支援事業  

【事業内容】 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情

報提供及び必要に応じて相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する

事業です。 
 
【実績】 

 
※母子保健型 

 

【量の見込みと確保方策】 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み か所数 １ １ １ １ １ 

確保方策 か所数 １ １ １ １ １ 

 ※こども家庭センター型 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位：か所、人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

1 1 1 1 1

910 952 946 1,135 －

 実施か所数　実績

 利用人数　実績（延べ人数）
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（２）地域子育て支援拠点事業  

【事業内容】 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報

の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

【実績】 

 
 
【量の見込みと確保方策】 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人日 23,812 22,950 22,031 21,227 20,451 

確保方策 

人数 

（人回/月） 
23,812 22,950 22,031 21,227 20,451 

実施個所 

（か所） 
６ ６ ６ ６ ６ 

※実績値より算出 

 

（３）妊婦健康診査事業  

【事業内容】 

妊婦の健康保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、

検査計測、保健指導を実施するとともに必要に応じて医学的検査を実施する事業です。 

【実績】 

 
 
【量の見込みと確保方策】 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人回 2,627 2,536 2,425 2,344 2,263 

確保方策 

人数 

（人回/月） 
218 ２１１ 202 195 188 

実施個所 

（か所） 
２ ２ ２ ２ ２ 

単位：か所、人回/月

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

8 7 7 7 7

15,948 26,015 24,813 26,598 －

 実施か所数　実績

 利用人数　実績

単位：人回

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

3,913（479） 3,723（463） 3,376（414） 2,839（378） －受診者数 実績
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（３）妊婦健康診査事業  

【事業内容】 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把

握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的

検査を実施する事業です。 

【実績】 

 
 
【量の見込みと確保方策】 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人回 2,627 2,536 2,425 2,344 2,263 

確保方策 人回 2,627 2,536 2,425 2,344 2,263 

 

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業  

【事業内容】 

生後４ヶ月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供、養育

環境の把握などを行う事業です。 

【実績】 

 
 
【量の見込みと確保方策】 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人 260 251 240 232 224 

確保方策 人 260 251 240 232 224 

 

 

 
 
 
 

単位：人回

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

3,913（479） 3,723（463） 3,376（414） 2,839（378） －受診者数 実績

単位：人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

345 304 298 227 －実績
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（５）養育支援訪問事業  

【事業内容】 

乳児家庭全戸訪問事業等により把握した、特に支援を必要とする妊婦や児童に対して、助

産師や保健師が訪問し、相談や支援を行う事業です。 

【実績】 

 
 
【量の見込みと確保方策】 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人 60（120） 60（120） ６０（120） ５０（100） ５０（100） 

確保方策 人 60（120） 60（120） ６０（120） ５０（100） ５０（100） 

※過去の実績値より算出 

 

 

（６）子育て短期支援事業  

【事業内容】 

様々な理由により児童の療育が一時的に困難になった場合に、児童福祉施設に委託し、

児童を保護することで、児童とその家族の福祉の向上を図ることを目的としている事業です。 

【実績】 

 
※ショートステイのみ 
 
【量の見込みと確保方策】 

  R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11 年度 

ショート 

ステイ 

量の見込み 人日 145 150 155 160 165 

確保方策 人日 145 150 155 160 165 

トワイライト

ステイ 

量の見込み 人日 55 60 65 70 75 

確保方策 人日 55 60 65 70 75 

※過去の実績値より算出 

 

単位：人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

114 77 92 39 －実績

単位：人日

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

11 21 90 144 －実績
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（７）ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）  

【事業内容】 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援

助を受けることを希望する者と、当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関す

る連絡、調整を行う事業です。 

【実績】 

 
 
【量の見込みと確保方策】 

※ニーズ調査より算出 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人日

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

367 290 243 106 －実績

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人日 135 129 122 114 106 

確保方策 人日 135 129 122 114 106 
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（８）一時預かり事業  

【事業内容】 

様々な理由により児童の療育が一時的に困難になった場合に、児童福祉施設に委託し、

児童を保護することで、児童とその家族の福祉の向上を図ることを目的としている事業です。 

【実績】 

 
 
【量の見込みと確保方策】 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 

在園児対応型

（人日） 
33,542 30,865 28,651 27,660 26,668 

在園児対応型

以外（人日） 
1,337 1,257 1,185 1,143 1,101 

確保方策 

在園児対応型

（人日） 
33,542 30,865 28,651 27,660 26,668 

在園児対応型

以外（人日） 
1,337 1,257 1,185 1,143 1,101 

※実績値より算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人日

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

28,912 31,120 40,065 38,698 －

在園児対応型 28,519 30,370 38,964 37,210 －

在園児対応型以外 393 750 1,101 1,488 －

実績
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（９）延長保育事業  

【事業内容】 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間におい

て、認定こども園、保育所等で保育を実施する事業です。 

【実績】 

 
 
【量の見込みと確保方策】 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人 357 336 316 305 294 

確保方策 
人 357 336 316 305 294 

か所 13 13 13 13 13 

※ニーズ調査より算出 

 

（１０）病児・病後児保育事業  

【事業内容】 

保護者が就労等の理由により、家庭で保育できない病気や病気の回復期にある乳幼児や

小学生を対象に、病院や保育所等で保育を行う事業です。 

【実績】 

 
 
【量の見込みと確保方策】 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人日 775 775 775 775 775 

確保方策 
人日 775 775 775 775 775 

か所 1 1 1 1 1 

※過去の実績最大値を計上 

 

 

単位：人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

383 500 637 344 －実績

単位：人日

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

200 775 632 570 －実績
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（１１）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）  

【事業内容】 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了

後に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を提供して、その健

全な育成を図る事業です。 

【実績】 

 
 
【量の見込みと確保方策】 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 706 666 638 596 550 

 

1 年生 166 166 156 133 129 

2 年生 172 165 165 155 133 

３年生 198 171 164 164 154 

４年生 53 53 46 44 44 

５年生 57 54 53 46 44 

６年生 60 57 54 54 46 

確保方策 
定員数 人 1,140 1,140 1,140 1,140 1,140 

か所 24 24 24 24 24 

※過去の実績値より算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

753 799 822 800 －

１年生 239 246 240 226 －

２年生 191 231 223 216 －

３年生 147 137 167 171 －

４年生 101 99 91 100 －

５年生 54 60 61 55 －

６年生 21 26 40 32 －

実績
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（１2）子育て世帯訪問支援事業 

【事業内容】 

訪問支援員が、家事・子育て等に対して不安・負担を抱えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケ

アラー等がいる家庭の居宅を訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・

子育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未

然に防ぐ事業です。 

【量の見込みと確保方策】 延べ人数 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人日      

確保方策 人日      

 

 

（１3）児童育成支援拠点事業 

【事業内容】 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居

場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学

習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をア

セスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提

供することにより、虐待を防止し、子どもの最善の利益の保障と健全な育成を図る事業です。 

【量の見込みと確保方策】 実人数 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人      

確保方策 人      
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（１4）親子関係形成支援事業 

【事業内容】 

児童との関わり方や子育てに悩み・不安を抱えた保護者が、親子の関係性や発達に応  

じた児童との関わり方等の知識や方法を身につけるため、講義、グループワーク、ペアレ  

ント・トレーニング等を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に 

悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設け、健全な親子関係の形成に向 

けた支援を行う事業です。 

【量の見込みと確保方策】 実人数 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人      

確保方策 人      

 

 

（１5）妊婦等包括相談支援事業 

【事業内容】 

妊婦等に対して面談その他の措置を講ずることにより、妊婦等の心身の状況、その置かれ

ている環境等の把握を行うほか、母子保健や子育てに関する情報の提供、相談その他の援

助を行う事業です。 

【量の見込みと確保方策】  

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11 年度 

量の見込み 

妊婦等包括

相談支援事

業 

妊娠届出数   251 

１組あたり面談回数   3 回 

面談実施合計数 ７５３回 

240 

３回 

７２０回 

232 

3 回 

６９６回 

224 

３回 

672 回 

216 

３回 

648 回 

確保方策 

（こども家庭

センター） 

妊婦等包括

相談支援事

業 

７５３回 ７２０回 ６９６回 ６７２回 ６４８回 
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（１6）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

【事業内容】 

保護者の就労有無や理由を問わず、０歳６ヵ月から満３歳未満の未就園児が時間単位で

保育施設を利用できる制度です。（令和８年度から制度の本格実施予定） 

【量の見込みと確保方策】 延べ人数 

  R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11 年度 

０歳児 量の見込み 人日 0 480 420 360 300 

確保方策 人日 0 1,920 1,680 1,440 1,200 

１歳児 量の見込み 人日 0 240 180 180 180 

確保方策 人日 0 960 720 720 720 

２歳児 量の見込み 人日 0 180 180 120 120 

確保方策 人日 0 720 720 480 480 

 

 

 

 

（１7）産後ケア事業 

【事業内容】 

退院直後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育て

ができる支援体制の確保を行う事業です。 

【量の見込みと確保方策】 延べ人数 

 R7 年度 R8 年度 R9 年度 R10 年度 R11年度 

量の見込み 人日 ７５ ７５ ７５ ７５ ７５ 

確保方策 人日 ７５ ７５ ７５ ７５ ７５ 

 

（１8）実費徴収に係る補足給付を行う事業  

【事業内容】 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、各施設事業者において実費徴収を行うことがで

きることとされている①「食事の提供に要する費用（※新制度に移行していない園に限る）」

及び②「日用品、文房具等の購入に要する費用」等について、低所得世帯を対象に費用の一

部を補助する事業です。 

 
【確保方策】 

令和元年10月1日より①「食事の提供に要する費用」への助成が新たに加わりましたが、市  

内には対象施設が存在しません。ただし、対象施設及び対象者の状況に応じて、必要性が生 

じた場合には実施を検討します。 
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（１9）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業  

【事業内容】 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事

業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業です。 

 
【確保方策】 

教育・保育の需要と供給のバランスが取れており、今後児童数が減少していく中で、本事業

については必要がないと考え、事業実施はありません。今後は事業者からの申請状況等を勘

案しながら、必要に応じて事業を展開することとします。 

 

 
 
 

 

  

-97-



 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第６章 

計画の推進体制 
 
 
 
 
 
 
 
  

-98-



 
 

 

 
 

第６章 計画の推進体制 

１ 市民それぞれの役割  

本計画の諸施策を目標に向かって着実に推進していくためには、子育てについての第一義的責任は

父母その他の保護者が有するという基本的認識の下に、家庭をはじめとして幼稚園・保育所・認定こども

園・学校・企業・地域が一体となってそれぞれの役割を担い、社会全体で次代を担う子どもやその家庭を

支援していくことが不可欠です。 

 
（１）家庭の役割 

子育てにおいては、保護者が家庭の中のみならず地域の中で、男女共に保護者同士や地 

域の人々とのつながりを持ち、地域社会に参画・連携し、地域の子育て支援に役割を果た 

していくことも重要です。ＰＴＡ活動や保護者会活動を始め、家庭・地域・施設等子ども 

の生活の場を有機的に連携させ、地域コミュニティの中で子どもを育むことが必要です。 

（２）地域の役割 

地域及び社会全体が、子育て中の保護者の気持ちを受け止め、寄り添い、支えること 

を通じ、保護者が子育てに不安や負担ではなく喜びや生きがいを感じることができ、未 

来の社会を創り、担う存在であるすべての子どもが大事にされ、健やかに成長できるよ 

うな社会、すなわち「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指します。 
（３）学校等の役割  

教育・保育施設においては、地域における子ども・子育て支援の中核的な役割を担う 

ことが期待されます。また、施設が地域に開かれ、地域と共にあることや、保護者のみ 

ならず地域の人々も子どもの活動支援や見守りに参加することは、子どもの健やかな育 

ちにとって重要です。 
（４）企業の役割 

事業主においては、子育て中の労働者が男女を問わず子育てに向き合えるよう、職場 

全体の長時間労働の是正、労働者本人の希望に応じた育児休業や短時間勤務を取得しや 

すい環境づくり、職場復帰支援等の労働者の職業生活と家庭生活との両立（ワーク・ラ 

イフ・バランス）が図られるような雇用環境の整備を行うことが求められます。 
（５）行政の役割 

市町村が、幼児期の学校教育・保育及び地域の子ども・子育て支援を総合的に実施す 

る主体となり、子どもの最善の利益の実現を念頭に、質を確保しながら、地域の実情に 

応じた取組を関係者と連携して実施します。また、国及び都道府県は、市町村の取組を 

重層的に支えます。 

 
（資料：内閣府「子ども・子育て支援法に基づく基本指針」より抜粋） 
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２ 計画の実施状況と点検推進体制  

本市では第２期計画に基づき、様々な支援や制度の充実に取り組んできました。一方で、「制度や支援

があることを知らなかった」、「制度が分かりづらい、利用しづらい」という声や、「支援が必要な人に必要

な情報や支援が届いていない」という指摘もあります。また、こどもたち本人に向けた広報・啓発や、障が

い児・者への情報提供、外国人に対する多言語化も含めた対応も課題となっています。 

この状況の中で、本計画に基づく施策を推進するため、佐伯市子ども・子育て会議において、毎年度事

業計画に基づく事業の実施状況について点検・評価します。 

本計画策定後には、ＰＤＣＡサイクル（計画・実行・評価・改善）に基づき、個別事業の進捗状況及び本

計画全体の成果についても点検・評価します。なお、当初の計画に対して「量の見込み」や「確保策」など

に大きな開きが見受けられる場合には、目標や指標の達成状況に応じて、計画期間の中間年において必

要な計画の見直しを行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

３ 計画の公表及び周知 

計画の目標を達成するためには、計画の内容を広く市民に知ってもらう必要があるため、情報公開を

進めるとともに双方向での情報交流や効果的な情報発信に努めます。 

計画の周知にあたっては、市報や市ホームページ等を活用するなど広報活動を実施します。また、各事

務事業においても、あらゆる媒体を活用するとともに、地域や事業主が連携して市民一人ひとりに情報が

行きわたるよう、周知に努めます。 
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